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第 1章 詳細計画策定調査の概要 

1.1 要請の背景 

 タイ国（以下、タイ）は東南アジア有数の農業国であり、国土の 65％以上が

農業関連用地で占められている。そのため、稲藁、もみ殻、サトウキビの葉、バ

ガス繊維(サトウキビの搾りかす)、アブラヤシの殻、空果房など農産物の収穫や

農産物加工に由来する廃棄物系バイオマス（以下、廃バイオマス）が毎年約 6,000

万トン発生する。こうした大量の廃バイオマスの焼却処理が、タイにおける大気

汚染（微小粒子状物質（PM2.5）や二酸化炭素（CO2）の排出）の主な原因の一つ

とされている。 

 タイ政府はこうした社会課題の解決と経済成長を実現するために、2019 年よ

りバイオ経済、循環型経済、グリーン経済の 3つを統合、資源や文化の多様性と

いうタイの強みを活用し、持続的な開発を目指す「バイオ・循環型・グリーン

（BCG）経済」を推進している。BCG経済モデルは国連の持続可能な開発目標（SDGs）

の 5 つの目標にも合致していることに加え、タイの社会・経済発展の重要な原

則である充足経済理念（SEP: Sufficiency Economy Philosophy）にも合致して

いる。  

 こうしたタイ政府の BCG 経済モデルの推進によって、化石燃料からバイオマ

スエネルギーへの転換・廃バイオマスのエネルギー利用に注目が集まっている。

タイ政府の発表した「代替エネルギー開発計画（AEDP）2015-2037」によると、

将来的にタイの総エネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合を 30％

に広げ、バイオマスエネルギーを推進することを目標に掲げている。そのため、

工場や発電所では、エネルギーの原料となるバイオマスの需要が増加している。

他方、燃料より高付加価値化が見込まれるバイオプラスチックなどのバイオ製

品は、価格面で化石燃料由来の製品に比べてコスト面で課題があり、利用が進ん

でいない。バイオケミカル製造を主力産業とするには多額の投資、高度な技術が

必要である。これまでタイでは官民が主導となり、様々なバイオケミカル製造に

関する共同開発を実施してきが、現行の技術レベルは不十分であり、実用化・産

業化には至っていない。タイに存在する豊富なバイオマス原料を活用する技術・

人材が足りないのが現状である。 

 これらの背景の下、タイ政府は、同国においてバイオケミカル産業の持続的成

長を促進するために必要な、高度な触媒技術やバイオリファイナリープロセス

に関する実践的な知識や技術導入に貢献するための地球規模課題対応国際科学

技術協力（SATREPS）プロジェクトの実施を我が国に要請した。 

タイ国エネルギー省によると、タイにおける主要廃バイオマスであるコメ(稲

藁、イネ外皮等)、サトウキビ(葉、バガス繊維等)、アブラヤシ(殻、空果房等)

の収穫や加工に由来する廃棄物は、毎年約 3,292 万トンと試算されている。本



プロジェクトは、従来の主流であった廃バイオマスのエネルギー転換からエネ

ルギー以外の化成品の原料となるバイオケミカル（バイオナフサ・バイオベンゼ

ン）の製造を目的としている点に新規性がある。本プロジェクトによる新たな技

術導入により、GHG 排出量の削減を含む SDGs やタイの BCG 経済モデルの推進に

対してさらなる貢献が期待される。 

 

1.2 調査の目的 

詳細計画策定調査は、プロジェクトの活動内容および実施体制を含む協力の

枠組みについて、タイ側と確認・協議・最終化し、合意文書である討議議事録

（Record of Discussion; R/D）案を含む協議議事録（Minutes of Meetings; 

M/M）を締結することを目的として実施した。 

 

1.3 調査団の構成 

担当事項 氏名 所属、職位 現地調査期間 

団長 橋本 洋平 
JICA経済開発部 農業・農村開発第 1G第

1T 課長 
9/23-10/3 

評価計画 橋本 良 
JICA経済開発部 農業・農村開発第 1G第

1T 専門嘱託 
9/23-10/3 

研究評価 浅沼 修一 JICA経済開発部 課題アドバイザー オンライン参加 

評価分析 井田 光泰 合同会社 適材適所 9/14-10/4 

研究代表者 横井 俊之※ 東京科学大学（旧東京工業大学）教授 9/28-10/3 

研究者 宮藤 久士※ 京都府立大学 教授 9/22-10/5 

研究者 山口 拓也※ BASFジャパン株式会社 9/22-10/5 

研究者 細谷 隆史※ 京都府立大学 准教授 9/29-10/5 

研究計画 

中岩 勝※ 
JST国際部（SATREPSグループ） 研究主

幹 
10/1-10/3 

吉開 千代※ 
JST国際部（SATREPSグループ） 主任専

門員 
9/26-10/3 

※各所属機関予算にて参団 

 

1.4 調査期間 

2024年 9 月 14日から 10 月 4日にかけて現地調査を行い、M/Mは 10 月 3日付

で署名した。署名済み M/M は付属資料 1、詳細日程は付属資料 2 を参照された

い。 

 



1.5 主要面談者 

本調査における主要面談者は、以下のとおりである。 

＜タイ側＞ 

(1)チュラロンコン大学 (CU) 

• Prof. Dr. Chawalit Ngamcharussivichai, Department of Chemical 

Technology, Faculty of Science 

• Asst. Prof. Dr. Napida Hinchiranan, Department of Chemistry 

(2)カセサート大学 (KU) 

• Prof. Dr. Attasak Jaree, Department of Chemical Engineering, 

Faculty of Engineering 

• Dr. Pramuk Parakulsuksatid, Faculty of Biotechnology, Faculty of 

Agro-industry 

• Dr. Massalin Nakphaichit, Faculty of Biotechnology, Faculty of 

Agro-industry 

• Dr. Prakit Sukyai, Assoc. Prof., Department of Biotechnology, 

Faculty of Agro-Industry 

• Dr. Chinnathan Areeprasert, Waste & Biomass Conversion Laboratory 

(3)モンクット王工科大学北バンコク校 (KMUTNB) 

• Dr. Santi Chuetor, Department of Chemical Engineering, Associate 

Professor 

(4)タイ科学技術研究所 (TISTR) 

• Dr. Lalita Attanatho, Senior Research Officer 

• Dr. Yoothana Thanmongkhon, Senior Research Officer 

• Dr. Amornrat Suemanotham, Senior Research Officer 

(5)ワライラック大学 (WU) 

• Dr. Wichitpan Rongwong, head of Oil palm biomass research group  

• Dr. Nirundorn Matan, Head/Coordinator of the Center of Excellence 

in Wood and Biomaterials 

• Dr. Mudtorlep Nisoa, Center for Plasma and Electronic Magnet Wave 

Science 

(6)エネルギー省代替エネルギー&エネルギー効率局(DEDE-MOE) 

• Mr. Yaowathee Atchawangkul, Engineer, Senior Professional Level 

• Mr. Sorawut Nitsunkit, Engineer, Professional Level 

• Mr. Dulvinit Sammachivavat, Engineer, Operational Level 

• Ms. Kittiya Kaewmee, Policy and Plan Analyst, Professional Level 

• Ms. Prapapan Pankaew, Policy and Plan Analyst, Operational Level 



(7)農業協同組合省協同組合振興局(CPD-MOAC) 

• Dr. Jedsadaporn Sathapatyanon, Director of Foreign Relations Group, 

Planning Division 

(8)農業協同組合省農業経済局(OAE-MOAC) 

• Ms Untima Sangsubhan, Senior Professional Economist, Bureau of 

Agricultural Economic Research 

• Ms Nitipa Worrapantrakul, Economist, Bureau of Agricultural 

Economic Research 

(9)工業省産業振興局 (OIE-MOI) 

• Mr. Chalee Khansiri, Executive Director, International Industrial 

Economics Division 

• Mr. Chaiyaporn Manakitjongkol, Director, Sugarcane and Sugar 

Department 

(10)Sugarcane and Sugar Industry Promotion center/ Office of the Cane 

and Sugar Board – Bio Industry Promotion Center (チョンブリ), MOI 

• Mr. Pithiporn 

• Ms Sarinporn Udompong (Scientist) 

• Mr. Nithat Lohawet (Scientist) 

• Ms Pakdeephorn Phornmeerit (Scientist) 

• Chatsuda Sonkmathok (Scientist) 

• Chutikarn Kuljittisart (Scientist) 

(11)Surat Thani Oil Palm Research Center, Field and renewable crops 

research institute (スラタニー), DOAC 

• Ms Vichanee Ormzubsin, Director 

(12)Taksin Palm oil company 

• Mr. Tak Phongpetua, Manager 

(13)Thai Roong Ruang Group  (製糖工場) 

• Mr. Krit Damrongrat, Assistant to President 

• Mr. Chanan Thonguthaisri, Assistant to President 

(14)Thai Bioplastics Industry Association (TBIA) 

• Mr. Watid Watanyupaisan, President 

＜日本側＞ 

(1)JICAタイ事務所 

• 鈴木和哉 所長 

• 北川由記 次長 

• 神田さつき 企画調査員 



第２章 当該セクターの現状と課題 

2.1 廃バイオマスに関する事項 

2.1.1 廃バイオマスの重要性 

 タイは農業国であり農業に起因する廃バイオマスが毎年約 6,000 万トン発生

すると推定され、それらの焼却が大気汚染の一因となっている一方で、廃バイオ

マスの多くは未利用のままである。主要な廃バイオマスは、コメ(藁、糠)、サト

ウキビ(葉、茎、バガス)、トウモロコシ(茎、葉)、キャッサバ（根）、アブラヤ

シ(幹、葉、殻、油粕)、天然ゴム(木、チップ、粉末)、大豆、ムング豆、ピーナ

ッツ(上、葉、茎)などである。エネルギー省の推定によれば1、コメ、アブラヤ

シ、サトウキビの廃バイオマスが多い。サトウキビのバガスやヤシ油粕は製糖・

製油工場の電力・熱利用でほぼ 100%利用されているが、アブラヤシの幹・葉や

キャッサバの根など、全く利用されていない廃バイオマスもある。 

 

表 1：タイにおける主な廃バイオマスの利用状況(年・トン) 

廃バイオマス 利用量 未利用量 合計 

コメ 

稲藁 1,086,774 9,640,908 13,320,000 

籾殻 3,680,679 916,898 4,597,578 

合計 4,767,453 10,557,806 17,917,578 

アブラヤシ 

幹 0 1,441,884 1,441,884 

葉・枝 326,451 10,202,823 10,529,274 

果実房 1,417,539 972,083 2,389,622 

繊維 1,418,838 0 1,418,838 

殻 298,702 0 298,702 

合計 3,461,530 12,616,790 16,078,320 

サトウキビ 

葉 815,995 6,994,959 7,810,955 

バガス 7,701 7,644,639 7,652,340 

合計 823,696 14,639,598 15,463,294 

キャッサバ 根 0 4,171,526 4,171,526 

天然ゴム 

根・幹・葉 70,383 737,641 808,024 

スラブ材 1,939,260 0 1,939,260 

チップ 484,815 0 484,815 

合計 2,494,458 737,641 3,232,099 

出所：Biomass Database Potential in Thailand 

 
1 タイ・エネルギー省バイオマスの資源量についての調査結果 

(https://weben.dede.go.th/webmax/content/biomass-database-potential-thailand) 



 

2.1.2 主要廃バイオマスの概要と課題 

(1) コメ 

廃バイオマスの現状 

 コメ農家の数は、1 期作のコメ農家が 4,549,869 世帯、2 期作のコメ農家が

598,479世帯と、タイの農業生産者の中で最も従事者が多く、生産量も 3,358万

トンと日本の約 3倍である（2023年）。2他方、コメ農家の数は 10年で半減して

いる。農業協同組合省（MOAC)農業経済局(OAE)によれば、水不足等で生産も下が

っているため、政府としてもトウモロコシや大豆への転換や作物の多様化を支

援している。 

 コメからの廃バイオマスは藁や籾殻であるが、藁は野焼きされることが多く、

1 期作 29%、2 期作で 57%の廃バイオマスが野焼きされている。3 籾殻について

は、農家は収穫後籾を精米所や収穫業者に売るため、籾殻の扱いも精米所やハー

ベスター次第となる。組織間の協力関係で稲藁や籾殻の収集の仕組みを構築す

るためには、タイ精米協会 (Thai Rice Mills Association)などが有力な候補

となる。 

 また、多くの農協も精米施設を持っており、特に一期作を行っている東北タイ

の農協は収益増加のため、籾殻など廃バイオマスの提供に関心を持つ可能性が

ある。 

 

これまでの取組みと課題 

 藁の焼却は PM2.5 の原因の一つとなっているため、MOAC は藁を収集・圧縮す

るための機械購入に補助金を出すなどの対策を行っている。これにより、東北タ

イや中部タイでは、稲藁を集めて圧縮して酪農家に販売する農協がある。具体的

な例として、マハサラカム県のコースンピサイ農協は圧縮機を購入して、ナコー

ンラーチャシーマー県とマハサラカム県の酪農家に、1袋 40〜45バーツ(サイズ

不明)で販売している。稲藁は 2,500 ライ4から収集し、年 75,000 袋販売してい

る。飼料価格が高騰しているのでニーズがあるという。既に稲藁を収集している

ことから、購入価格を飼料として販売するより高く設定できれば、農家や農協に

とっては収集するインセンティブとなる。 

 他方､課題としては、コメ農家は規模が小さいので、重機などを入れると採算

が合わないケースも多いという。カセサート大学(KU)の研究者によると、比較的

 
2 https://www.maff.go.jp/j/kokusai/attach/pdf/asia-16.pdf 
3 Management and Reduction of Burning Practice in Agricultural Areas and Policy 

Recommendations to tackle PM2.5 in Thailand, Thailand Environment Institute (2022) 
4 1 ライ=1600m2 



規模が大きい中部タイでも機械を入れている農家は少なく、狭い農地では機械

を稼働させる燃料代によりコスト高となるという。5 

 

(2)アブラヤシ 

下表で示すとおり、アブラヤシの主要生産地は南部タイで、特にスラタニー、

チュンポン、クラビー、ナコンシタマラート県で盛んである。全国の生産者世帯

数は 41 万世帯6、2023 年の生産量は 1,860 万トンで、2017 年の 1,445 万トンか

ら毎年増加している。7 

 

表 2：アブラヤシの主要生産地の登録面積(2024年) 

地域 県名 作付面積 

(ライ) 

地域 県名 作付面積 

(ライ) 

南部 

タイ 

スラタニー 729,689 中部

タイ 

ピサヌローク 9,320 

チュンポン 599,777 パトムタニー 6,546 

クラビー 493,658 カンプンペット 5,143 

ナコンシタマラート 379,890 ウタイタニー 4,309 

トラン 165,384 スコタイ 3,830 

パンガー 150,417 ペチャブン 3,165 

ラノン 92,822 北 

タイ 

チェンライ 3,278 

サトゥン 59,310 ナーン 2,673 

パトルン 58,672 東部

タイ 

プラチュアップキリカン 78,265 

ソンクラー 55,061 チャチェンサオ 25,790 

東北

タイ 

ブンカラン 28,996 チョンブリ 20,789 

サコンナコン 20,074 サケーオ 14,170 

ルーイ 19,624 トラット 12,416 

ウボンラーチャタニー 16,227 出所: Surat Thani Oil Palm Research Center, 

Field and renewable crops research institute, 

DOAC 

 

ノンカイ 
14,442 

ウドンタニー 12,936 *表 2 のデータはアブラヤシ農家が MOAC に申
請・登録した作付面積で、大規模な農園・企業
等の作付面積は把握されていない。 

 

ナコンパトム 
5,836 

 

 
5 面談記録 19 (カセサート大学) 
6 面談記録 14 (Surat Thani Oil Palm Research Center) 
7 面談記録 5 (農業共同組合省農業組合振興局,CPD-MOAC) 



 南部タイにおいては、天然ゴムやドリアンからアブラヤシへの転作が進んで

いる。天然ゴムは収穫まで 7年かかるがアブラヤシは 3〜4年で収穫可能、買取

価格もゴムは低迷しているがアブラヤシは現在 1キロあたり 6.50バーツと、政

府が補助金を支給する最低買取保証価格の 4 バーツを上回っている。8また、天

然ゴムからアブラヤシへの転作に対する支援はないが、天然ゴムからアブラヤ

シへの転作に対しては 1ライあたり 14,000 バーツの補助金の支給がある。 

 

廃バイオマスの現状 

 アブラヤシの実を採る前に刈られる葉・枝とアブラヤシの幹が廃バイオマス

として未利用である。加工プロセスで発生する繊維や殻は、電力・熱等の目的で

再利用されていることが多い。ただし、発電や熱としての利用については、燃焼

させるとアルカリがボイラーに付着するといった技術的な問題がある。房はバ

イオガスを作り、水を入れて発酵させて熱をとる取組みが行われているが、技術

的に課題が多い。発電・熱利用は 20年前から取り組まれており、湿気対策が課

題だったが、技術的に解決できたため発電・熱利用は進んでいる。9また、殻は

発電、房は発電や肥料などに使われているが、安価であるためエネルギー関連企

業がこれらの利用拡大に注目している。アブラヤシの葉は肥料目的のみならず、

土を葉で覆うことで保湿効果があるため、そのまま農地に放置されている。 

 アブラヤシは通常収穫業者が農家から買取り搾油工場に持ち込むのが一般的

で、今回視察した搾油工場では 8 割が収穫業者、2 割が農民の持ち込みであっ

た。搾油工場はスラタニーに 20か所、クラビーに 20か所、チュンポンに 18か

所あり、産業団体としては、Palm Oil Refinery Association と Palm Oil 

Crushing Mill Associationの 2団体がある。なお、農協への販売は全体の 4%

程度(970,800ライで 742,028トン)と非常に少ない。これは、農協に加入するア

ブラヤシ農家は零細農家に限定されるためである(農協の小額の信用事業を利

用する零細農家が多いため)。10  

 現在、パーム油は国内消費向けが主となっており、残りが輸出向けだが、イン

ドネシアやマレーシアより生産コストが高いため、廃バイオマス利用について

は高付加価値化することが必要である。 

 

これまでの取組みと課題 

 既述のとおり、搾油プロセスで発生する廃バイオマスについては発電・熱利用

目的での利用が進んでいる。他方、葉、枝、幹などを利活用した取組みは確認さ

 
8 生産コストがマレーシアより高いので国際競争力を高めるため、キロ当たりの売値が 4バーツを下回る

と補助がでる仕組み(面談記録14参照) 
9 面談記録 4 (エネルギー省代替エネルギー&エネルギー効率局(DEDE)) 
10 面談記録 5 (農業共同組合省農業組合振興局,CPD-MOAC) 



れなかった。 

 持続可能なアブラヤシの生産に向けて、RSPO (Roundtable on Sustainable 

Palm Oil)と呼ばれる国際的な認証の枠組みがある。森林破壊、化学肥料の利用、

労働者の人権などについて責任ある方法でパーム油を生産するための基準が設

定され、タイにおいても生産者に RSPOの認証取得が求められるようになってき

ている。 

2022 年にスラタニー県知事と RSPO が、RSPO のモデル都市を目指すための協

力合意書に調印するなど、政府・生産者とも RSPO 認証の取得を推進している。
11ただし、RSPO は民間主導の取組みであり、MOAC では認証農家についてのデー

タは収集していない。 

 買値は現在 1 キロあたり 6.5 バーツだが、今回視察した工場では、RSPO 認証

がある場合は、買値を 1キロあたり 0.3〜0.4バーツ高く設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回の調査で関係者から挙げられた課題は以下のとおり。 

• 化学製品を作るのであれば、燃料などよりも高く売れるのでよいが、搾油

後の廃材は RSPO 認証を取得した廃バイオマスか判別が難しいのではない

か。（搾油工場） 

• 葉は刺があり取り扱いが難しく機械で破砕する必要があるので、ある程度

の規模の農園か工場・コレクターに依託する必要がある。(搾油工場、CPD) 

• 発電・熱利用目的よりも、廃バイオマスの買取価格が高くないと農家のイ

ンセンティブにならない。2023 年、OAE はアブラヤシの様々な廃バイオマ

スを利用した発電ビジネスの採算性を調査した。その結果、ビジネスとし

ての採算性は高かったが、幹や葉の買取価格は、発電による収益に連動す

るため、1キロあたり 0.20〜0.25バーツと安く、農家が収集するインセン

 
11 https://www.khaosod.co.th/pr-news/news_7769177 

Phanom Collaborative Farming Community Enterprise の取組み 

スラタニー県パノム村のアブラヤシ組合では、RSPO 認証の取得に向けた

プリンスオブソンクラー大学の研究者による研修・指導を経て、組合員全員

が RSPO 認証を取得した。組合員は土地の権利書だけでなく、森林伐採で栽

培されたものではないことの認証も受け、販売先の搾油工場や RSPO のモニ

タリングも定期的に受けている。組合員は、23 年前に天然ゴムからアブラヤ

シに転換した。苗木は Surat Thani Oil Palm Research Center から購入し、営

農指導も受けている。古木や葉は破砕後に農地に放置している。工場が買い

取るという話もあったが、1 ライあたり 0.3 バーツと安く、運搬コストを考

えると採算が合わないという。 

 

 



ティブにならないことがわかった。他方、農地に肥料として放置すること

で葉は年間 1 ライあたり 2,300 バーツ、幹は 6,800 バーツの肥料を節約で

きる効果があるため、その分を考慮する必要がある。(OAE) 

 

(3)サトウキビ 

 1月〜3月に作付けし、糖度が出る 12月〜3月に収穫する。サトウキビは全

国で生産されているが、東北タイが主要産地となっており、製糖工場も多い。

東部タイなど都市化が進む地域は土地価格が上昇し、土地を売る農家が多くな

っており、サトウキビ農家は減少傾向にある(2024年で全国に約 34万世帯)。     

 Sugar Actで、既存の製糖工場から 50km以内に新たな製糖工場は作れないた

め、通常、農家は自身の農地から最も近い製糖工場に売る。収穫の方法として、

火入れして葉など燃やしてから搬出するケースと、そのまま搬出するケースが

ある。火を入れると作業がしやすいのでそのようなことを行う農家がいる。収穫

の工程としては、葉と茎を刈り、葉を切り落としてから茎を切って運搬する。12 

 

表 3：地域別サトウキビの生産状況(2024年) 

地域 工場への搬入量 (トン) 平均 

糖度 

製糖量（トン） 

生 焼却 合計 

北タイ 13,026,340 4,143,762 17,170,102 11.75 1,724,339 

中部タイ 13,246,956 4,471,288 17,718,244 10.79 1,611,296 

東北タイ 28,512,479 14,392,088 42,904,567 13.26 5,004,397 

東部タイ 3,025,341 1,348,809 4,374,150 12.12 468,234 

合計 57,811,117 24,355,947 82,167,065 12.35 8,808,268 

 

表 4：東北タイにおける主要産地(2024年) 

 県名 作付面積(ライ) 

1 ウドンタニー 709,198 

2 コンケン 625,450 

3 ナコーンラーチャシーマー 650,681 

4 チャヤプン 584,976 

5 カラシン 429,176 

6 ノンブアランプー 332,343 

7 ルーイ 324,442 

8 ブリラム 262,057 

 
12 面談記録 No.5 (Sugarcane and Sugar Industry Promotion Center) 



9 ムクダハン 212,392 

10 ローイエット 163,039 

11 マハサラカム 126,951 

12 スリン 136,306 

13 アムナットチャロン 99,516 

14 ヤーソートン 95,959 

15 サコンナコン 95,034 

16 ノンカイ 70,194 

出所：Sugarcane and Sugar Industry Promotion Center, Ministry of Industry 

 

廃バイオマスの現状 

 収穫で出る葉、製糖プロセスで出るバガスが主な廃バイオマスである。収穫

後に残った葉は、そのまま肥料や保湿目的で放置するか、機械があれば圧縮し

て飼料等に利用されている。一方、サトウキビの葉の 47%は野焼きされてお

り、13PM2.5の主な原因の一つとなっている。 

 バガスについては、発電施設を持つ製糖工場では、バガスで発電して工場の

電力として利用し、余剰分はタイ電力公社(EGAT)に売るといった利用方法が普

及している。14但し、政府は廃バイオマスの発電利用は抑制気味で、新規操業

した製糖工場に対して発電利用を認めない方向にあるという。15このため、新

規に操業する工場については、バガスの化成品原料としての利用に関心を示す

可能性がある。 

 サトウキビの利用については Sugar Actがあり、工業省産業経済局(OIE-

MOI)が管轄している。既述のとおり、現状ではサトウキビの製糖以外の利用は

バイオ燃料であり、生産量の 17%を上限に砂糖以外の利用を認めるということ

で MOIと MOACが合意している。16上記 17%のうち、10%はバイオ燃料としての利

用、7%はマスキングの原料などに利用されている。 

 サトウキビの価格は国がコントロールしており、毎年、生産者、工場など関係

者が入った審議会で決定される。 

 サトウキビの生産者団体は地域ごとに存在する。今回調査したチョンブリ県

ポトーン郡にもサトウキビ農家団体があり、団体として登録しており、500人

が加入し、収量 1トンあたり 3バーツの会費を徴収している。目的は政府との

 
13 Management and Reduction of Burning Practice in Agricultural Areas and Policy    

Recommendations to tackle PM2.5 in Thailand, Thailand Environment Institute (2022) 
14 面談記録 No.6（工業省） 
15 面談記録 No.19 (Kasetsart University, KU) 
16 面談記録 No.6（工業省） 



買取り価格の交渉などである。また、製糖工場 58社が加盟する Sugar Factory 

Associationもある。 

 

これまでの取組みと課題 

 中部タイには葉を発電に使っている製糖工場がある。東部タイでもサーケオ

県など 2つの製糖工場が葉を発電に利用しており、農家から圧縮した葉を 1ト

ンあたり 800〜900バーツで買い取っている(工場が圧縮・運搬までやる場合は

400〜450バーツ)。17また、地域によって、サトウキビの葉を収集している業者

がいるという。サトウキビの葉を巻く特殊な機械を日本から輸入し、１ライあ

たり 50バーツを農家に払い、葉をロールにして燃料会社等に販売している。

スパンブリー県など地域内に需要（製糖工場）と供給(サトウキビ農家)がある

ところでは、そうした会社が存在し、会社間での価格競争もあるが、条件が揃

わない地域では収集されていないという。18 

 DEDEは葉の利用促進のため、圧縮・ロール機械の購入に補助金制度を設けた

ことがあるが(上限 300万バーツ)、申請には財務状況や領収書の提出が義務づ

けられていたため、農家から申請がなかったという。また、切断・圧縮のため

の機械を農協に提供したこともあるが、近くに欲しい企業や工場がないと手間

や運搬費が嵩むためうまくいかなかったという。機械化については、需要と供

給のマッチングが重要である。 

 サトウキビの認証システムである BONSCRO などの認証制度があるが、これら

の制度について、政府は直接関与しておらず、民間企業が必要に応じて個々に対

応しているため、全体状況は不明である。 

 上記以外の課題としては、サトウキビの収穫は年 1回なので、高額な機械を

購入しても十分活用されない。また、収穫時期が他の農家と重なるため機械の

共同購入・利用もうまくいかないという。 

 

 以上、タイにおける主要廃バイオマス収集の現状であるが、プラスの面とし

ては、まだ未利用の資源が多いことに加えて、野焼きの防止や気候変動対策と

して政府が廃バイオマスの利活用を制度面で支援していることである。また、

限定的だが既に稲藁、サトウキビの葉、アブラヤシの製造プロセスからの廃バ

イオマスの収集が行われていることなどが挙げられる。他方、廃バイオマスの

化学製品材料としての利用に向けた共通の課題として、①労力と価格(収集の

手間、売値の低さ、運搬コストなど)の面で農家にとって収集するインセンテ

ィブが弱いこと、②機械化が難しいこと(農地の狭さや機械・燃料代が高いこ

 
17 面談記録 No.5 (Sugarcane and Sugar Industry Promotion Center) 
18 面談記録 No.4 (DEDE) 



と)、③現在廃バイオマスの利用は製糖工場や搾油工場などによる発電・熱目

的が中心であり価格面で競合すること、があげられ、稲藁やサトウキビの葉な

ど既に飼料や肥料として利用されている場合は代替となる飼料・肥料代も勘案

する必要がある。 

 

2.1.3 バイオ製品普及における課題 

2.1.1および 2.1.2では廃バイオマスの利用状況と課題について概説した。次

にバイオ製品(バイオ燃料以外)の普及における課題は以下のとおりである。 

 一番の課題は製造コストで、石油製品に対して 3〜4倍のコスト高になること

から、ブランドオーナーはバイオプラスチックの採用に躊躇するため、国内では

十分に普及していない。19このため、価格差を縮めるための高度な触媒技術やバ

イオリファイナリープロセスに関する実践的な知識や技術は極めて重要となっ

ている。 

 また、政府の支援も税制面の小さな優遇措置だけであり不十分である。現在、

政府はバイオ製品を使用する企業への優遇税制を導入している。20具体的には、

バイオ製品を購入した場合、控除額を 25%上乗せできる制度であるが、石油製品

との価格差が大きいため採用のインセンティブは低く、コーヒーチェーンなど

一部のブランドオーナーによる企業の社会的責任(CSR)としての取組みに限定

されている。 

 タイではプラスチックゴミの分別もほとんどおこなわれておらず、埋め立て

ゴミの 40%は有機ゴミという状況であるが、現在、天然資源環境省が草案化した

製造者責任法(EPR)案の公聴会が開催されている。21 この法案が法制化されれば、

使い捨てや石油由来の梱包材の利用が著しく制限されるため、バイオ製品の普

及を大きく後押しする可能性がある。 

 タイ政府は海外投資に対して多くのインセンティブを提供しているため、外

国企業が工場をつくっている。バイオプラスチックについてもアジアで最大の

製造拠点となっているが、ほぼ全て輸出されているため、国内へのインパクトが

ないという。22他方、海外企業との提携でバイオナフサに取り組んでいる SCG 

Chemicals23や PTT24といったタイの大企業もあるが、産業全体としての底上げは

依然として課題である。 

 
19 面談記録 No.3 (TBIA) 
20 https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/04/6733a5cc9ef4abc6.html 
21https://www2.loraxcompliance.com/blog/env/2024/04/10/One_Step_Closer_to_Mandatory_EPR_Thailan

ds_New_Draft_EPR_Law.html 
22 面談記録 No.3 (TBIA) 
23 Siam Cement Group傘下の化学企業 
24 タイの石油化学公社 



 

2.2 タイ国の関連政策・施策、取り組み状況 

2.2.1 関連政策 

国家戦略 

BCGエコノミー 

 タイ政府は、2015 年、経済社会のビジョンである長期経済開発計画として、

持続的な付加価値を創造できる経済社会を目標とした「Thailand 4.0」（2016～

2036年の 20年間）を掲げている。同目標の達成に貢献する産業として長期的に

育成する 10産業を挙げており、農業・バイオテクノロジー、バイオ燃料やバイ

オ化学も含まれている。また、タイ政府は、バイオ・循環型・グリーン（Bio 

Circular Green; BCG）を国家戦略モデルと位置づけ、主要な施策として、高効

率・高品質・高付加価値な農業システムの構築、グリーンイノベーションや循環

型経済システムの活用等を決定している。 

 

中期計画 

国家経済社会開発計画(NESDP) 

NESDPはタイ政府の基本方針を示す最も重要な 5カ年間の政策文書である。第

13 次国家経済開発計画(2023〜2027)には、バイオマスの利用に関する直接の言

及はないが、NESDPは BCGのビジョンに沿っており、以下の目標が本プロジェク

トと関連している。 

目標 1：環境に優しい社会実現のための革新的な技術開発を通した製造業の競争

力の強化 

目標 4：2050 年までにカーボンニュートラル、2065 年までの GHG 排出ゼロに向

けた持続的な生産・消費の実現 

 

アクションプラン 

(1)代替エネルギー開発計画(AEDP) 

タイでは国家戦略と中期計画に沿って、各政府機関がアクションプランやプ

ログラムを策定している。バイオマスに直接関連する計画としては、DEDE-MOEが

策定した「代替エネルギー開発計画（AEDP）2015-2037」が重要である。同計画

では、2037 年までに消費エネルギーの 30%(3 万 MW)を再生可能エネルギーで賄

うことを目指し、9 つの代替エネルギーの一つとして、3 万 MW のうち 5,790MW 

(19.3%)をバイオマスで補うことを目標として設定している。他方、MOACや工業

省(MOI)には、バイオマス利用に関するアクションプランはなく、タイにおける

バイオマス利用の計画はエネルギー利用が中心となっている。 

 



気候変動対策 

(2) NDC(タイ政府の GHG削減目標) 

2015 年 12 月、フランスのパリで開催された第 21 回国連気候変動枠組条約締

約国会議(COP21)にて採択されたパリ協定に従い、世界共通の認識として温室効

果ガス（GHG）排出削減が急務となっている。タイ政府は、2022年の COP27にお

いて、2030年までに 20～25％としていた GHG 排出量の削減目標を、30～40％に

引き上げることを発表した。25タイが国際的に宣言した NDC (GHG の削減目標) 

184.8Mt CO2(33.3%)の削減の内訳は、エネルギーセクター124.6MtCO2(67.4%)、交

通セクター45.6MtCO2(24.6%)、廃棄物分野 9.1MtCO2(4.9%)、農業セクター5.1Mt 

CO2(2.7%)となっている。 

 タイの農業分野の NDC 目標は 5.1Mt で、そのうち 4.1MtCO2は国内努力のみ、

1.0MtCO2は国際協力をとおして実現する計画である。5.1MtCO2の内訳は、間断灌

漑(AWD)の推進で 2MtCO2, 畜産業からの GHG 削減で 3MtCO2, その他（化学肥料の

使用削減など）で 0.1MtCO2 となっている。野焼や焼畑の占める割合は排出量と

しては全体の 1〜2%しかないので、農業分野の行動計画には含まれないが、北タ

イなどでの PM2.5対策としては重要である。具体的な方策は以下の通りである。 

• AWD は中部タイの潅漑施設のある地域をまずは対象として、その後、北タイ

と東北タイを対象として拡大 

• 畜産については、バイオガスなど廃棄物の有効利用に関する技術開発とその

普及 

 また、今回調査で OAE-MOACとの面談において、アブラヤシ生産における RSPO

の主流化など持続的な農業生産の規準に沿うことで、森林伐採の禁止や化学肥

料による農地劣化防止を実現できるため、そうした取組みも気候変動対策に貢

献するとの回答を得た。 

 

2.2.2 関連組織・団体 

(1)政府機関 

1) DEDE 

 「2.2.1 関連政策」で示したとおり、DEDE はバイオマスのエネルギー利用に

ついて計画立案を行い、目標達成に向けた施策を進めている。2021 年には、そ

の一環としてキャッサバ、アブラヤシ、コメ、サトウキビ、トウモロコシなどの

主要廃バイオマスごとに利用/未利用の比率、未利用の資源量の推定、利用した

場合の潜在的なエネルギー量の推定などを行っている。 

 今回の調査で DEDEと面談したところ、廃バイオマス資源が将来エネルギー利

 
25 https://unfccc.int/sites/default/files/NDC/2022-11/Thailand%202nd%20Updated%20NDC.pdf 



用とバイオ製品利用の間で取り合いになる可能性を認識していることが判明し

た。また、廃バイオマスの種類や特性に応じて利用比率を決めるなど、将来的に

利用のルールが必要となるとの認識も示された。 

 

2) MOAC 

MOAC傘下の機関の中で本案件に関連するのは、以下の組織である。 

 

OAE 

 OAEは農業統計の取りまとめ、農業関連事業の採算性調査等に加えて、気

候変動対策の農業セクターの事務局機能を担っている。このため、バイオ

マスの利活用についての方針やプログラムの元となる調査やプログラムを

提案する場合のパートナーとなる。 

 

協同組合振興局(CPD) 

 CPD は農協・農民グループの振興を図ることを目的とした組織である。廃

バイオマスの収集システムにおいて、生産者の参加及び生産者の役割を検討

する際に、CPD が重要な協力機関となる。特に、コメについては中部タイを

中心に精米所を持つ農協が多く、アブラヤシ生産者についても南部タイで農

協があり、肥料の共同購入などが行われており、生産者とのネットワーク作

りなどで協力を得ることが可能である。 

 

Surat Thani Oil Palm Research Center, Field and Renewable Crops 

Research Institute 

 同センターは 1980 年にアブラヤシ生産の拠点であるスラタニー県に設立

され、アブラヤシに関する研究調査、品種改良、土壌改良、種苗生産、病害

虫対策(Oil palm slug caterpillar, Case Caterpillar, Basal stem rot, 

BSR of oil palmなど)、農民への普及をミッションとする。職員数は 17名

で圃場のワーカーを含め全体で 128人の体制である。クラビー県にもスラタ

ニー県より小規模だが同じ活動をしているセンターがあり、同様のセンター

は全国に 2ヶ所ある。 

 

3) MOI 

タイ工業基準局(TISI) 

 MOI傘下の Thai Industrial Standards Institute (TISI)は、工業製品の

品質基準や製造プロセスについての基準づくりを行っているため、バイオ製

品や材料の基準について重要な関係機関となる。 



 

Sugarcane and Sugar Department 

 サトウキビと砂糖については Sugar Actがあり、MOIが所管省庁となって

いる。MOI内に Sugarcane and Sugar Departmentがあり、地方を含め約 100

名の職員がおり、生産から加工・マーケティングまで管轄している。生産は

本来 MOACの管轄であるが、サトウキビは製糖工場との結びつきが強く、同局

が農家への普及も直接指導している。同局の下に、サトウキビの生産振興を

専門とする Sugarcane and Sugar Industry Promotion Center が各地域に 4

つあり、地域にあった品種改良や糖度の高い品種の開発と普及、各県の収穫

量、糖度などのデータ収集を行っている。また、カンチャナブリー県のセン

ターでは種苗生産も行っている。 

 サトウキビの葉の利用を促す担当部署の取組みは以下のとおりである。 

① カッター、圧縮機、ロール機械など機械購入のための 20億バーツの低

金利融資を予算化 

② サトウキビの葉の買取り。2024年度は 1トンあたり 800〜1,000バーツ

で生産者から 58万トンを買い取ったが、買ってくれる発電所が少なか

った。バガスのように製糖工場が発電所を持ち、バガスで発電して工場

の電力として利用した後の余剰分を EGATに売るといった取り組みには

至っていない。また、買取り価格を上げるために MOEと MOIの大臣間で

協議して、利用を大幅に促進することを検討している。 

同局はバイオプラスチックとしての利用にも関心があるが、現状では発

電利用がメインであるという。 

 

Office of the Cane and Sugar Board – Bio Industry Promotion Center 

(OCSB-BIPC) 

サトウキビの工業利用を促進するため、MOI はチョンブリ県のシーラチャ

ー郡に同センターを設置し、バイオ燃料と廃バイオマス(葉など)の利用に取

り組んでいる。サトウキビからバイオプラスチック用のペレットの開発、バ

Sugar Act 

1942 年に制定された法律で砂糖の安定供給のため、生産、流通、価格

を規制している。製糖工場については、操業ライセンス制や生産割当て以

外にも、工場の立地条件(50km 以内に他の製糖工場がないこと)、焼畑農業

によるサトウキビの利用禁止などの規定がある。また、買取価格は審議会

で毎年決定される。同法ではサトウキビは砂糖以外に利用が禁止されてい

たが、法改正でバイオマスとしての利用も認められている。 

 



ガスのエタノール化などに取り組んだ。今はリグニンの利用やサトウキビの

葉のパレット化などをやっている。これまでに、企業と連携し、バイオ材料

（コップ、ストロー、箱など 7 商品）､バイオケミカル(洗剤、除草剤など 7

商品)、化粧品・薬品(クリームなど 7商品)、バイオマス(ベレット化、バガ

スから作ったブロックなど 3商品)など 30以上の製品化を行っている。 

 

(2)民間団体 

1) 農協・農民グループ 

 アブラヤシ生産を行う農民組織はほとんどが南部タイ(全国で 75農協)で、特

に、クラビー県、スラタニー県、ナコンシタマラート県、チュンポン県に多い。

但し、農協への販売は全体の 4%程度(970,800ライで 742,028トン)と少ない。 

 サトウキビは工場と農家の関係が密なため、サトウキビ生産者の農協組織は

少なく、東北タイのチャヤプン県やマハサラカム県の 5組織のみである。な

お、今回調査した東部タイでは、郡レベルで生産者の協会があり、組織登録

し、会費も徴収しているという。 

 

2) 加工・製造者団体 

 サトウキビは生産者団体、コメは精米所のオーナーの団体、パーム油は 2つ

の団体が以下のとおり存在している。但し、今回調査では面談等できなかった

ため、主な活動などは不明である。 

Sugarcane and Sugar Association (สมาคมออ้ยและน ้าตาล) 

Sugar Factory Association (สมาคมโรงงานน ้าตาลไทย) 

Thai Rice Mill Association (สมาคมโรงสขีา้ว) 

Palm Oil Refinery Association (สมาคมโรงกล่ันน ้ามันปาลม์) 

Palm Oil Crushing Mill Association (สมาคมโรงสกัดน ้ามันปาลม์) 

 

3) バイオプラスチック関連団体 

Thai Bioplastics Industry Association (TBIA) 

 TBIAは、国家イノベーション庁 (NIA)などタイ政府の要請を受け、2007年タ

イでバイオプラスチックの開発・利用促進を図るための民間団体として設立さ

れた。バイオ資源の生産者、化学メーカー、コンバーター、トレーダー、ブラン

ドオーナーなど、広範な関係者が加盟している。会員数は増加傾向にあり、現在

は 67社が加盟し、日本企業も 6社参加している。 

 TBIA の主な活動としては、①加盟企業の要望に基づく政府への要請や協力、

②その他の団体や大学との協力、③バイオプラスチック製品普及のための啓発

活動がある。①については、TISI に協力してバイオプラスチックの品質基準、



製造プロセスについてのタイの基準づくりへの協力、②企業と大学の産学連携

プロジェクトのパートナーとしての協力、③はプラスチックゴミの管理につい

て地方自治体への協力やバイオプラスチック製品の利用についての啓発活動

(サムットソンクラーム県やコーサムイ島などパイロット地域でのバイオプラ

スチックのゴミ袋利用のプロモーション、王立森林局との協力によるバイオプ

ラスチック製の種子用袋利用促進、セミナー開催等)を行っている。26 

 

2.3 実施機関の体制 

本プロジェクトの実施機関はチュラロンコン大学で、他の大学・研究機関から

も研究者が参加する。 

 

表５：タイ側プロジェクト参加機関 

大学名 学部 学科 

Chulalongkorn University (CU) Faculty of 

Science 

Department of Chemical 

Technology, Department of 

Chemistry 

Petroleum and Petrochemical College 

Kasetsart University (KU) Faculty of 

Engineering 

Department of Chemical 

Engineering 

Khon Kaen University (KKU) Faculty of 

Engineering 

Department of Agricultural 

Engineering 

King Mongkut's University of 

Technology North Bangkok (KMUTNB) 

Faculty of 

Engineering 

Department of Chemical 

Engineering 

Thailand Institute of Scientific 

and Technological Research (TISTR) 

Expert Centre of Innovative Clean Energy and 

Environment 

 

 なお、CU からは、工学部など他学部・学科からの研究者も参加する予定であ

る。プロジェクトは 5 つのコンポーネント(成果)で構成されるが、CU がプロジ

ェクトのタイ側研究代表としてプロジェクト全体のマネジメントに責任を負う。

KU、KKU、KMUTNB、TISTR からは研究者が協力機関としてプロジェクトに参加す

る。 

 

2.3.1 日本側参加大学との協力実績 

本プロジェクトの日・タイ双方の大学間の主な協力としては、CU と日本側研

究代表機関の東京科学大学は大学間協力覚書を締結し、 学部・大学院レベルの

交換留学も行っている。 

SATREPS事業の経験として、CUは過去 14件、KUは 4件、KMUTNBは 1件、TISTR

 
26 https://www.tbia.or.th 



は 1件の経験がある。 

 

2.3.2 本プロジェクトに関連する実施機関および協力機関の実績 

(1)チュラロンコン大学 

 実施機関となる理学部は、SATREPSプロジェクト「バイオマス・廃棄物資源の

スーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発」(2017〜2023)の実施機

関であり、同プロジェクトの枠組は資源調査、バイオマス処理・転換、パイロッ

トプラントでの検証、LCA の実施など本プロジェクトと類似したものであった。

また、同プロジェクトにおいてはサラブリ県にある理学部の敷地内にパイロッ

トプラントを設置した経験を有する。調査の際に、このパイロットプラントが大

学に雇用されているテクニカルスタッフに適切に維持管理が行われていること

を確認した。さらに、同プロジェクトのタイ側研究代表者は現在 CUのバイオマ

ス燃料エネルギーセンター長を務めており、本プロジェクトの運営やパイロッ

トプラントの設置・運用等についても助言することができる。 

 タイの民間企業とのバイオマスに関する共同研究の実績も豊富である。さら

に、CU の研究代表者は、日本側の研究代表者と国際共同研究を実施した経験も

有する。 

 CU の理学部の研究者(化学技術学科と化学学科)は、高等教育・科学・研究・

イノベーション省(MHESI)、MOI、運輸省(MOT)、国家科学技術開発庁(NSTDA)、国

家研究協議会(NRCT)など政府機関の学術委員会の構成メンバーとなっている。

また、エネルギー省と内閣府へのアドバイザーとしての役割も担っている。また、

民間団体についても、タイ商工会議所、タイ自動車研究所、タイ化学技術・応用

化学研究所、タイプラスチック・化学工業協会、石油化学研究所、TBIA の学術

委員会メンバーとなっている。 

 CU 理学部の化学技術学科と化学学科の過去 3 年間の研究費受託実績は以下の

とおりである。CU は独立法人であり、基本的に研究者は競争資金や企業からの

受託研究を行うことで研究費を確保することが求められている。競争的研究資

金については、これまでタイ国家研究協議会(NRCT)とタイ科学研究・イノベーシ

ョン(TSRI)という 2つの基金がメインであったが、実施体制に変更があり、NRCT

と TSRIは基礎研究向けで、規模の大きな応用研究については新設された「競争

強化のためのプログラムマネジメントユニットオフィス(PMUC)」が管轄するこ

とになった。また、「人材育成、制度改革、研究とイノベーションのためのプロ

グラムマネジメントユニットオフィス(PMU-B)」という基金もあり、これは対象

分野が毎年変わるが、海外で高学位を取得することができる若手研究者向けの

基金である。プロジェクト開始から 5 年間の間には化学分野への割当てがまわ

ってくる可能性がある。 



 

表 6：実施機関の研究資金受託実績 

 2022年 2023年 2024年* 

政府系研究資金の獲得件数（件） 38 24 31 

民間等外部機関からの受託件数

（件） 

10 7 6 

受託研究資金の合計（バーツ） 165,845,799 132,639,796 59,955,955 

*2024年 8月現在 

出所：CUからの質問票への回答結果 

 

(2)TISTR 

 TISTRは MHESI傘下の研究機関で、本部はパトゥムターニー県、バンコクにバ

ッケージングの研究・検査センター、サムットプラカン県、チェンマイ県、ナコ

ーンラーチャシーマー県に各地域のセンターがある。研究所のミッションは中

小企業や地域社会への研究・技術開発による貢献である。バイオマスについては、

Expert Center of Innovative Clean Energy and Environment が中心となって、

再生可能エネルギー開発(gasifier, biogas, solid biofuel)、バイオケミカル

の開発、廃棄物利用等の研究・開発に取り組んでいる。 

 TISTRは、SATREPSプロジェクト「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技

術」(2011〜2016)27に中心的なカウンターパートとして参加した。同プロジェク

トでは、本プロジェクトと関連する取組みとして、プロジェクトから供与された

機材と移転技術を活用して、TISTR biomass database28を作成した。化学的なプ

ロパティを蓄積し、外部公開を行っている。また、標記プロジェクトでは、

Circulating Fluidized Bed Fast Pyrolzer (10–20kg/h)とバイオディーゼル生

産のためのパイロットプラント(1,000L/日)を TISTR施設内に設置したことから、

プラントの設置、運用、メンテナンスについても知見がある。さらに、TISTRは

バイオマスの品質検査サービスを提供しており、ガスクロマトグラフィー、液体

クロマトグラフィーなどの検査・分析機器が整備されている。 

 TISTRは同プロジェクト等で蓄積した知見や機材を活用して、バイオマスに関

する JICA 第三国研修で周辺国からの研修生 (政府・大学などの研究者)を受入

れており、コースは 1 年間に 1 回(3 週間)の研修を実施中である(3 年間予定)。 

 

2.3.3 本プロジェクトへの参加者 

本調査時点における参加研究者および学生は以下のとおり。研究者 17名と学

 
27 同プロジェクトにはKMUTNB も参加している。 
28 https://www.tistr.or.th/RDSInter/ANBOR/index.php 

https://www.tistr.or.th/RDSInter/ANBOR/index.php


生・助手 39名の合計 56名が参加する予定である。 

 

 

 

表 7：本プロジェクトへの参加者(見込み) 

参加機関 研究者(人) 学生・研究助手(人) 

学部生 修士課程 博士課程 合計 

M F T M F T M F T M F T M F T 

CU                

 化学技術学科 6 2 8 2 6 8 3 3 6 7 1 8 12 10 22 

 化学学科  2 2    1 1 2 1 1 2 2 2 4 

 石油・石油化学カレ

ッジ 

 1 1    1 1 2  1 1 1 2 3 

KU化学工学科 1  1    2  2 1 1 2 3 1 4 

KKU農業工学科 1  1    1 1 2 1  1 2 1 3 

KMUTNB化学工学科 1  1    1 1 2 1  1 2 1 3 

TISTR 1 2 3             

合計 10 7 17 2 6 8 9 7 16 11 4 15 22 17 39 

*M=Male, F=Female, T=Total 

出所：CUからの質問票への回答結果と M/Mの CPリストに基づき作成 

 

2.3.4 プロジェクトに提供可能なリソース・インプット等 

本調査で確認した実施機関からのインプットは以下のとおりである。 

 

表 8：実施機関において活用可能な主なインプット・リソース 

チュラロンコン

大学* 

 

 

右 記 機 材 は

Mahamakut 

Building(理学部

の建物)内に配置

されている。 

 

(  )内は設置場

所を示す。 

• Fat and oil conversion, biochemicals synthesis 

 (13 階化学学科研究室) 

• Chem – Bench-scale biomass pretreatment & separation (20 階化

学学科研究室) 

• Biomass pyrolysis, gas-phase reaction  

(1 階化学技術学科研究室) 

• Liquid-phase reaction for high-value biochemicals and bio-

products, microalgae research unit  

 (17 階化学技術学科研究室) 

• Bio-jet fuel production, hydrothermal conversion, hydro-

processing reaction (18 階化学技術学科研究室) 

• Analysis instrument center (18 階化学技術学科研究室) 

▪ High Pressure Syringe Pump System 

▪ X-Ray Diffractometer 



▪ Surface Area and Porosity Analyzer 

▪ Chemisorption Analyzer 

▪ Gas Chromatograph (GC) 

▪ Distillation Gas Chromatograph (DGC) 

▪ Gas Chromatograph-Mass Spectrometer (GC-MS) 

▪ High Performance Liquid Chromatograph (HPLC) 

▪ Thermogravimetric Analyzer (TGA) 

▪ CHNS Elemental Analyzer 

▪ In Situ Fourier Transform Infrared Spectrometer (FTIR) 

▪ Energy Dispersive X-Ray Spectrometer (EDX) 

▪ Karl Fisher Titrator 

▪ Particle Size Analyzer 

TISTR • Circulating Fluidized Bed Fast Pyrolzer (10–20kg/h) 

• バイオディーゼル生産のためのパイロットプラント(1,000L/日) 

• Inductively Coupled Plasma 

• Gas Chromatograph and Mass Spectroscope 

• High-Performance Liquid Chromatograph  

• Karl Fischer Titration 

• Flash Point Analyzer 

• Cloud Point and Pour Point Analyzer 

• Auto Titrator 

• Rancimat Equipment 

• Karl Fischer Gas Analyzer 

出所：CUからの質問票への回答結果およびインタビュー結果 

 

 なお、タイ側はプロジェクトの活動費として以下の予算を確保する予定であ

る。 

 

表９：タイ側の活動費負担見込み 

 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 合 計 ( バ ー

ツ) 

活動費 250,000 300,000 400,000 500,000 500,000 1,950,000 

出所：CUからの質問票への回答結果およびインタビュー結果 

 

留意点として、各大学とも 2025年度予算(2024年 10月〜2025年 9月)の申請

期間は既に終わっているため、2025 年 9 月までは追加的な研究予算を支出する

ことが難しい可能性がある。 

 

2.3.5 本プロジェクトに参加する意欲・ニーズ等 

実施機関(CU)の本プロジェクトに対するニーズ等は以下のとおりである。 

• バイオプラスチックなどバイオ製品の上市を促す技術開発 



• 国際共同研究をとおした研究能力の強化 

• バイオマスの利用促進に関する関係機関との連携強化 

• 学部・院生の人材育成と理学部への志願者増加 

• 社会人向けプログラムへの研究成果の反映 

• 日本側研究者による講演や研究助言など 

 

2.4 我が国と他ドナーによる支援実績 

本調査団がインタビューした範囲では、タイにおいて廃バイオマスの利用に

関する支援を行う他の援助機関・国際機関はない。 

 

第３章 協議結果 

3.1 実施体制 

本プロジェクトの実施体制について、実施機関としてはタイ側の研究代表者

が所属する CUで、TISTR、KU、KKU、KMUTNB の研究者が参加する。 

合同調整委員会（JCC）の議長およびプロジェクトディレクター(PD)は、タイ

側の意向を踏まえ、CU 理学部学部長とする。プロジェクトマネージャー(PM)は、

本 プ ロ ジ ェ ク ト の タ イ 側 研 究 代 表 者 で あ る Prof. Dr. Chawalit 

Ngamcharussivichai とすることを確認した。また、成果ごとに Co-Project Leader

を明記し、責任分担を明確化した。 

 また、JCCには DEDE-MOE、OIE-MOIなど関連する政府機関、TBIAなどのバイオ

製品に関連する民間企業の団体や民間企業などオブザーバーとして招待して着

実な社会実装を目指すことに合意した。なお、DEDE は JCC への参加を了解して

いる。 

 

3.2 双方の責任分担と投入 

日本側の投入は、在外研究員派遣、招へい外国研究員受け入れ（長期・短期研

修）、機材供与を予定。日本側の研究者の専門分野は、POにおいて廃バイオマス

管理、廃バイオマス処理、触媒変換及び業務調整と大まかな分野で整理し、年に

4回を目処にタイへ渡航し、技術移転や共同研究を行う。 

タイ側の投入について、カウンターパートの配置、研究活動の実施に必要な設

備・機材、日本側が供与する機材の設置場所（土地を含む）、プロジェクトオフ

ィス・実験室と家具等、タイ側研究者の人件費、研究助手の給与、タイ国内の旅

費・宿泊費・日当・交通費、プロジェクトオフィス・実験室の電気・水道代等、

日本側が供与する機材を含む設備・機材の運転・維持管理費の負担を確認した。 

なお、本プロジェクトで供与する分析機材は CU の本キャンパス(Mahamakut 

Building)に設置し、パイロットプラントはサラブリ県の CU 理学部が管理する



敷地内に設置する。パイロットプラントの運用・保守についても設置が想定され

ているプロジェクト 3年目を目処に人員を配置する予定である。 

 

3.3 先方署名者 

R/D 署名者は学術部門を担当する副学長であることを先方と確認した。CU は

プロジェクトの研究助手として雇用予定の学生が、2024 年 10 月卒業予定であ

る。そのため、来年 4月〜5月のできるだけ早い時期にプロジェクトを開始する

ことを希望しており、2024年 12月までに R/D を署名するよう双方の手続きを進

める旨、双方で確認した。 

 

3.4 PDM で使われる用語の定義・範囲 

本プロジェクトで使われるキーワードについて、その定義・範囲を明確にする

ために R/Dに以下のとおり記載した。 

廃バイオマス 

廃バイオマスは、バイオマス資源から生産される廃棄物を指す。農業、木材、食

品、都市固形廃棄物、下水、汚泥などが含まれる。本プロジェクトでは、主にサ

トウキビ、アブラヤシ、コメなどの農業活動で廃棄されるバイオマスに焦点を当

てる。 

 

バイオケミカル 

プロジェクトで扱うバイオケミカルは、タイにおける廃棄バイオマス資源を原

料として、バイオケミカルであるナフサおよびベンゼン成分を生産することで

ある。 

 

ラボおよびベンチスケールユニットとパイロットプラント 

ラボおよびベンチスケールの実験ユニットは、CU の研究室に設置される。ラボ

レベルのユニットの容量は 1 リットル未満程度で、ベンチスケールユニットと

パイロットプラントの規模と生産量は、プロジェクト開始から 2 年目末までに

決定される。パイロットプラントは、（サラブリ県の）既存の施設内に設置され、 

新たな施設は建設しない。 

 

国際的持続可能性およびカーボン認証（ISCC） 

ISCC は、GHG 排出量を削減し、栽培から最終ユーザーまでの完全に追跡可能な

サプライチェーンを持つ持続可能な生産を確立するためのツールとする認証制

度である。これは、社会的、経済的、環境的基準に適合することで達成される。 

 



ライフサイクルアセスメント（LCA） 

本プロジェクトでは、廃バイオマスからのバイオケミカル生産の全プロセスを

対象に評価する。これには、バイオマス原料の生産、廃バイオマスの収集、廃バ

イオマスの分離・低分子化、触媒変換が含まれる。 

 

廃バイオマス原料の持続可能な管理に関するガイドライン 

本プロジェクトでは廃バイオマス原料の持続可能な利用ガイドライン案を作成

する。作成にあたっては、廃バイオマスの調達に関する認証スキームに準拠する。 

 

テクノエコノミクス分析（TEA） 

TEAは、廃バイオマスをバイオケミカルに変換するために設計されたプロセスの

採算性と技術的な実現可能性を評価するための体系的アプローチである。 

 

3.5 その他の事項 

⚫ 両者は、触媒の調達方法については、プロジェクト開始後に決定することを

確認した。具体的には、市場からの購入、研究室からの取得、あるいは民間

企業からの調達が想定される。 

 

⚫ 両者は、社会実装を実現するためにプロジェクト活動に外部組織の関与が必

要であることを確認した。本プロジェクトでは、重要な外部組織を招いて、

ワーキンググループ活動への参加、パイロットプラントの見学、セミナー・

ワークショップ等をとおして社会実装を図る。 

 

⚫ プロジェクトの進捗の確認、成果・目標達成状況の確認、活動実施上の課題

を洗い出し必要な協議を行うため、半年に一回を目途にモニタリングシート

によるプロジェクトモニタリングを実施することを説明し、先方の理解を得

た。また、本プロジェクトの終了 1 ヶ月前までに、CU と東京科学大学が合

同で事業完了報告書（Project Completion Report）を作成することに合意

した。また、JICAは①中間レビューおよび終了時評価(必要に応じて)、②事

後評価、③フォローアップ調査(必要に応じて)を実施する場合、タイ側は必

要な情報提供等に協力することを確認した。なお、JST は JICA とは別に中

間評価(2027 年度中)、終了時評価(2029 年度中)、フォローアップ（プロジ

ェクト終了５年後）を実施し、タイ側は情報提供とプレゼンテーション等

JST評価チームの求めるサポートを行う。 

 

⚫ 気候変動の緩和への貢献について、タイは 2022 年に第 2 回 NDC を提出し、



ビジネス・アズ・ユージャルシナリオに対して 2030年までに無条件で 30%、

条件付きで 40%の温室効果ガス排出削減目標を掲げている。第 2 回 NDC は、

エネルギー、産業プロセスと製品の使用、農業、廃棄物セクターを対象とし

ている。また、タイは 2022 年に改訂された長期低排出展開戦略（LT-LEDS）

を提出した。本プロジェクトは、廃バイオマスに関連する GHG排出の管理と

環境被害の軽減という観点から、NDCおよび LT-LEDSに貢献することを確認

した。 

 

⚫ 両者は、本プロジェクトの実施においてジェンダーの平等と女性のエンパワ

メントを促進する活動が適切に実施されるべきであることを確認した。 

 

  



第４章 プロジェクトの概要 

4.1 事業概要 

(1)プロジェクト名 

廃バイオマスの高付加価値化を目指したバイオリファイナリーによる 

化成品製造（日本語） 

The Project for Valorization of Disposal Biomass for Chemical Production 

Based on Biorefinery Concept（英語） 

 

(2)実施期間 

2025年 4月～2030年 4月を予定（計 60カ月） 

 

(3)事業予算(日本側) 

3億円 

 

(4)相手国実施機関 

実施機関：チュラロンコン大学(CU) 

協力機関：カセサート大学(KU)、コンケン大学(KKU)、モンクット王工科大学北

バンコク校(KMUTNB)、タイ科学技術研究所（TISTR） 

 

(5)国内協力機関 

東京科学大学、京都府立大学、BASFジャパン（株） 

 

(6)プロジェクトの受益者 

事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：本プロジェクトへ参加する研究者および研究機関、プロジェクトに

参加する大学の学生(約 2200人)29、タイのバイオマス産業関連企業 

 
29 表 10: プロジェクト参加大学の在校生数(2024 年 9月現在) 

学科 学部生

(人) 

大学院生(人) 

修士 博士 

Department of Chemical Technology, Chulalongkorn University 320 42 23 

Department of Chemistry, Chulalongkorn University 679 98 90 

Petroleum and Petrochemical College, Chulalongkorn University 0 115 33 

Department of Chemical Engineering, Kasetsart University 370 23 21 

Department of Agricultural Engineering, Khon Kaen University 153 15 10 

Department of Chemical Engineering, King Mongkut’s University of 

Technology North Bangkok 

247 16 5 

合計 1,769 309 182 

出所：質問票への回答結果 



最終受益者：廃バイオマス生産者 (農民/農民グループ)30、タイの民間企業31 

 

(7)プロジェクトサイト／対象地域名 

バンコクおよびサラブリ(チュラロンコン大学バンコクキャンパスおよびサラ

ブリ県のチュラロンコン大学施設)/主要廃バイオマス産出地 

 

(8)インプット（投入） 

1) 日本側  

在外研究員派遣：触媒変換技術開発、廃バイオマス分離技術、低分子化技術

開発等 

招へい外国研究員受入：触媒変換技術開発、廃バイオマス分離技術、低分子

化技術開発等 

機材供与：廃バイオマスの回収設備、廃バイオマスの分離設備、廃バイオマ

ス低分子化設備、バイオケミカル製造用パイロットプラント設備、各種計測

機器  

2) タイ側 

カウンターパートの配置、カウンターパートの給与・タイ国内交通費、専門

家の執務スペースの提供および機材とパイロットプラント設置スペースの

確保、研究助手の給与、プラントの運転・保守人員の確保等 

 

4.2 プロジェクトの枠組み 

4.2.1 上位目標 

バイオリファイナリーの原料として廃バイオマスの利活用が進み、バイオナフ

サ・バイオベンゼン等、バイオケミカル産業がタイの革新的な産業として成長し

ている。 

【指標及び目標値】 

• 廃バイオマスからバイオケミカルの製造のための研究開発費がタイ政府な

らびに現地企業から支援されている 

• 化学産業分野において廃バイオマスが原料として一部利用されている 

 

4.2.2 プロジェクト目標 

 
30 主要廃バイオマスとして、プロジェクトではアブラヤシ、サトウキビ、コメの生産・加工プロセスで発

生する廃バイオマス(葉、殻、幹など)を対象とする。アブラヤシ生産に従事する世帯数は約 41万、サト

ウキビは 34万、コメは 455万（農業協同組合省データ）となっている。 
31 バイオ資源の生産者(農業法人など)、化学メーカー、商社、プラスチック加工/製造企業、プラスチッ

ク製品の利用が多い企業(例:外食産業や小売業など)など幅広い企業が想定される。ちなみに、バイオケ

ミカル関連の「タイバイオプラスチック工業会」の会員企業数は 67社(2024 年 10 月現在)。 



タイの廃バイオマスを原料としたバイオリファイナリー産業推進に寄与する原

料処理・触媒反応・プロセス技術が提案される。 

【指標及び目標値】 

• タイの廃バイオマス材の適切な管理と利用のためのガイドラインが提案され

る 

• 廃バイオマスからバイオケミカル原料物質の抽出・低分子化技術が開発され

る 

• 触媒転換に基づくバイオケミカル製造プロセスが開発される 

• バイオケミカル産業におけるプロセス評価、ならびに経済性・LCA評価手法が

提案される 

• 廃バイオマスからのバイオケミカル製造パイロットプラントを利用したバイ

オケミカル産業を担う人材育成指針と運転マニュアルが作成される 

• 化学企業およびエネルギー企業がプロジェクトの研究成果に関心を示す 

 

4.2.3 成果 

成果１ 

持続的な廃バイオマス原料の管理に関するガイドラインが作成される 

【指標及び目標値】 

• タイにおける廃バイオマスの現況(資源、収集および加工方法、管理条件等を

含む)が明確化され、バイオケミカル製造に適した廃バイオマスを選定する

ためのガイドラインが提案される 

• 廃バイオマスの調達に関する認証スキームに従った持続可能な廃バイオマ

ス原料の利用に関する提案が策定される 

 

成果２ 

廃バイオマス原料の分離・低分子化技術が開発される 

【指標及び目標値】 

• モデル廃バイオマス材料32を用いて、分離および低分子化技術が開発され、バ

イオマス原料（Mw ＜10000）が得られる 

• 実際の廃バイオマス原料を用いて、分離および低分子化技術が開発され、バ

イオマス原料（Mw ＜10000）が得られる 

• パイロットプラント用に分離および低分子化技術の検証・改善が行われる 

 

 
32 実際の廃バイオマス発生現場では土や雑草等が混入しているが、これらの混入物を取り除いた後のコ

メ、サトウキビ、アブラヤシ等からの純粋な廃バイオマスや廃バイオマスに含まれているセルロース・ヘ

ミセルロース・リグニンなど 



成果３ 

廃バイオマスを原料にしたバイオケミカル製造用触媒技術が開発される 

【指標及び目標値】 

• 廃バイオマス原料（Mw ＜10000）から、バイオナフサおよびバイオベンゼン

をそれぞれ 50％以上の収率で生産するための、少なくとも 2種類の触媒候補

がラボスケールユニットで開発される 

• 廃バイオマス原料からバイオナフサおよびバイオベンゼンを生産するため

の、少なくとも 2種類の触媒候補がベンチスケールユニットでそれぞれ開発

される 

• 廃バイオマス原料からバイオナフサおよびバイオベンゼンを生産するため

の、少なくとも 2種類の触媒候補がパイロットプラント用にそれぞれ開発さ

れる 

 

成果４ 

テクノエコノミック分析が実施され、廃バイオマスを原料としたプロジェクト

で開発した技術の持続性が評価される 

【指標及び目標値】 

• 潜在的な廃バイオマス原料によるバイオケミカル製品の製造について、少な

くとも 1つの商業プロセスが設計される 

• 商業プロセスの経済評価が、少なくとも 1つの方法を用いて実施される。 

• 商業プロセスの持続可能性評価が、少なくとも 1つの方法を用いて実施され

る 

 

成果 5 

パイロットプラント設備が稼働し、タイでの廃バイオマスを原料にバイオケミ

カルが製造され、バイオケミカル産業を担う人材が育成される 

【指標及び目標値】 

• 廃バイオマス原料からのバイオケミカル製品のために、XX L/dの処理能力を

持つパイロットプラントが設計・建設される 

• XX L/d の廃バイオマス原料を用いたバイオケミカル製品のパイロットスケ

ール生産が開始される 

• タイにおける若手研究者の育成のために、人材育成、情報発信、技術交流が

行われ、日本側主任研究者の指導をとおした博士課程の修了、オンライン/現

地でのディスカッション、セミナー、研究出版物の共著）を通じて実施され

る 

• 地元企業がプロジェクト活動（セミナー、研修、サラブリのパイロットプラ



ント訪問など）に参加し、社会実装が促進される 

 

4.2.4 活動の概要 

成果 1の活動 

1.1 バイオケミカル製造の原料となる廃バイオマスに関するデータベースが作

成される。 

1.2 廃バイオマスの管理に関するガイドラインに基づき、持続的な廃バイオマ

スの利活用に関する提言が作成される。 

成果 2の活動 

2.1. 廃バイオマスのモデル物質(実際の廃バイオマス発生現場では土や雑草等

が混入しているが、これらの混入物を取り除いた後のコメ、サトウキビ、

アブラヤシ等からの純粋な廃バイオマスや廃バイオマスに含まれているセ

ルロース・ヘミセルロース・リグニンなど)を用い、その構成成分を分離す

る技術、低分子化する技術を開発する。 

2.2. 廃バイオマスを用い、その中の有効成分を分離する技術、低分子化する技

術を開発する。 

2.3. パイロットプラントによる分離技術、低分子化技術の検証と改良を行う。 

成果 3の活動 

3.1. 廃バイオマス由来原料からバイオナフサ、バイオベンゼンを製造できるラ

ボ用候補触媒を開発する。 

3.2. ベンチプラント用バイオナフサ、バイオベンゼン製造用候補触媒を開発す

る。 

3.3. パイロットプラント用バイオナフサ、バイオベンゼン製造用触媒を開発す

る。 

成果 4の活動 

4.1. 廃バイオマスからのバイオケミカル生産プロセスを設計する。 

4.2. 商用プロセスを想定した廃バイオマスからのバイオケミカル生産プロセス

の経済性を評価する。 

4.3. バイオケミカル生産プロセスのサステナビリティ評価を実施する。 

成果 5の活動 

5.1. 廃バイオマス原料用のパイロットプラントを設計・製造する。 

5.2. パイロット装置を稼働し、パイロットスケールで廃バイオマスからバイオ

ケミカル製造を行う。 

5.3. 人材育成・技術交流・情報発信を行う。 

 



4.2.5 外部条件および前提条件 

(1)外部条件 

• タイの治安が安定している。 

• タイ政府のエネルギー政策（特に廃バイオマスに関し）に変更がない。 

• 廃バイオマスが、継続して利活用できる(タイ国内で原料の安定供給の状態

が継続すること）。 

• 本プロジェクトに参加する主なタイのバイオマス関連企業が、カーボンニュ

ートラルに関する政策・方針を持ち、PMUCを利用した本プロジェクトの研究

者との共同研究などが促進される。 

• 事業環境の変化（例：化石燃料価格の大幅な低下やバイオマス資源の利用等）

に際して、タイ政府の政策上の支援・協力がある。 

• プロジェクト期間中、廃バイオマスが、安価で、かつ継続して利活用できる。 

• 関係機関が必要な情報収集に協力する。 

• 廃バイオマス利用に関して現地（農家含めた対象地区）の協力が得られる。 

• 現地（対象地区）にて活動するために必要な支援を関係機関が行う。 

 

(2)前提条件 

• タイ側の人員、予算、施設が確保される。 

 

4.3 横断的事項 

4.3.1 気候変動 

(1) 気候変動対策 

タイは 2022 年の COP27 において、2030 年までに 20～25％としていた GHG 排出

量の削減目標を、30～40％に引き上げることを発表した。本プロジェクトで取り

組むバイオケミカル利用促進はタイ政府が進める NDCおよび LT-LEDS の実現に

直接貢献するものである。また、廃バイオマスの有効利用は、タイで深刻な健康

被害を引き起こしている PM2.5 の要因の一つである野焼や焼畑農業も GHG 排出

量の 1〜2%を占めているため、廃バイオマスの焼却を抑制することで、GHG排出

削減に貢献することができる。 

(2)気候変動適応 

CMIP533の RCP8.5シナリオで、タイ全国の気温変化は 2080年代には 3.8℃上昇す

ることが予測されている。また、定量的なデータの信頼度はまだ低いが、雨季に

激しい降雨がある日数と乾季に長期間の無降水日数が増加する傾向も示されて

いる。このため、コメについては、気温上昇と 9〜10月の水不足の影響で、2041
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〜2050年には同じシナリオで 6.1%の収量減、2080年代には 29%の収量減となる

ことが予測されている。また、地域としては、東部タイ、中部タイ、南タイで農

産物の収量減が予測されている。34 このため、本プロジェクトの対象としてい

るコメとアブラヤシに深刻な影響が出る可能性がある。本プロジェクトはコメ

やアブラヤシの廃バイオマスを利用することで、農家の収入向上に貢献できる

ため、気候変動適応策に貢献することが期待される。 

 

4.3.2.ジェンダー 

近年、農産物の生産についても、サプライチェーンにおけるトレーサビリティ

が重要となっており、農業労働者の人権や環境配慮を含む国際的な基準への準

拠が求められるようになってきている。本プロジェクトで利用するバイオマス

はこうした基準に合った認証を得た生産者から入手する予定であり、廃バイオ

マスの収集に関するガイドラインにおいても、こうした基準認証の重要性が明

記される予定である。 

 プロジェクト関係者の社会・ジェンダー配慮についても、先方機関と検討した

が、ジェンダー平等や女性のエンパワメントに資する具体的な取組や指標等は

必要ないとの結果となった。プロジェクトに参加する研究者（大学院生を含む）

の女性の割合は、タイ側が 42.8%(56人中 24人）、日本側は 32.3%(34人中 11人）

となっており、専門家派遣、研修等において、女性研究者の積極的な参加を促す

ことが望まれる。 

  

 
34 Climate Risk Country Profile – Thailand (2021) by World Bank and Asian Development Bank 



第 5章 プロジェクトの評価 

5.1 妥当性 

タイの生産者ニーズ 

 タイは農業国であり、本プロジェクトで主な対象とするアブラヤシ生産に従

事する世帯数は約 41 万世帯、サトウキビは 34 万世帯、コメは 455 万世帯（農

業協同組合省データ）となっている。農業に起因する廃バイオマスの多くは未利

用のままである。本プロジェクトでも対象とするコメ(稲わら、籾殻等)、サトウ

キビ(葉、バガス等)、アブラヤシ(空果房、葉、殻、繊維等)など、収穫や加工に

由来する廃棄物は、毎年約 3,292万トンと試算されている。35これらの廃バイオ

マスを売ることで、農家は副収入を得ることが可能となる。今回の調査で面談し

た農家・農家グループも関心を示しており、農家収入の増加というニーズに応え

ることができる可能性がある。 

 

環境面における廃バイオマス利用の重要性 

 PM2.5は自動車や工場からの排気、建設工事の粉塵、農業バイオマスの焼却等

が主な原因となっている。タイにおける PM2.5 の数値は 1 日あたり平均排出量

が 24.3 µg/m3(2019年)36で、WHOが推奨する基準値 5 µg/m3を大きく上回ってい

る。37 PM2.5 は呼吸器系などの疾患の原因の一つであり、大気汚染により死亡

リスクが 14％高まり、大気汚染が関連して年間 28,000人以上が死亡していると

の報告もある。38 

 地方における PM2.5 の大きな要因は野焼きで、特に 12〜4 月のサトウキビや

コメの廃バイオマスの野焼きが PM2.5の最大の原因となっている。39 PM2.5の排

出量はサトウキビが最も多く(焼却処理する割合が 47%と高く PM2.5 の排出量も

多いため)。次いで作付面積が大きいコメが多くなっている。本プロジェクトは、

従来野焼きされているバイオマスを焼却することなく利活用することで、PM2.5

を減らす有力な手段を提案するものとなる。 

 

表 10: 主要バイオマスの野焼きによる PM2.5 推定量 

 焼却による PM2.5

排出量(kg/ライ) 

焼却バイオマス推定

量(トン/年) 

PM2.5 推定量

(トン/年) 

 
35 タイ・エネルギー省バイオマスの資源量についての調査結果 

(https://weben.dede.go.th/webmax/content/biomass-database-potential-thailand) 
36 https://www.iqair.com/thailand 
37 年平均で 1日あたり5 µg/m3, 1 日の最大量 15 µg/m3 

(https://www.c40knowledgehub.org/s/article/WHO-Air-Quality-Guidelines?language=en_US) 
38 https://www.greenpeace.org/southeastasia/publication/45439/the-burden-of-air-pollution-in-

thailand-2021report/ 
39 https://www.iqair.com/newsroom/thailand-2021-burning-season  

https://www.iqair.com/newsroom/thailand-2021-burning-season


サトウキビ 17.60 23,030,000 94,900 

コメ(1期作) 4.18 5,190,000 65,900 

コメ(2期作) 4.18 1,190,000 15,100 

 出所：Management and Reduction of Burning Practice in Agricultural Areas and Policy 

Recommendations to tackle PM2.5 in Thailand, Thailand Environment Institute (2022) 

 

タイ政府の政策面の整合性 

 タイの基本政策である第 13次国家経済社会開発計画 (2023-2027) (National 

Economic and Social Development Plan, NESDP) で、タイは「充足経済理念」

に沿い、安全、繁栄、持続性を伴った先進国となることを掲げ、その中で、Bio-

Circular-Green (BCG) 経済の推進が 4つの原則40の一つとして挙げられている。

BCG経済は、科学技術とイノベーションを活かして付加価値を創出するとともに、

天然資源の保全と活用のバランスを確立することを求めている。また、同計画の

戦略 2には、バイオエネルギー、バイオ製品、バイオ化学の推進、戦略 10には

未利用資源の活用をとおした低炭素社会の実現と GHG の削減およびコミュニテ

ィと農民の収入増加が掲げられている。本プロジェクトは、主要バイオマスから

付加価値のあるバイオケミカルの素材・製品を生み出すことを目指しており、

NESDPの原則および戦略に合致している。 

 

 タイの農業分野の政策としては、第 12次 NSEDPに沿って長期の継続的計画と

して、20年農業開発計画(2017-2036)が策定されている。長期目標は、2036年ま

でに農家一人あたりの所得を年あたり 13,000 米ドル(39 万バーツ)に引き上げ

ることである。農家収入の向上に資することを上位目標としていることから、廃

バイオマスの有効利用による農家収入の向上は、タイ政府の方針に沿い、目標達

成に資するものと言える。 

 

 バイオマス利用に関する政策としては、「代替エネルギー開発計画（AEDP）

2015-2037」があり、将来的にタイの総エネルギー消費量に占める再生可能エネ

ルギーの割合を 30％に広げ、バイオマスエネルギーを推進することを目標に掲

げている。他方、バイオケミカルの利活用についての方針はなく、政策的にはエ

ネルギー利用が中心となっているため、バイオマス利用に関する政策という観

点では十分ではない。 

 

民間ニーズ 

 
40 4 つの原則は、充足経済哲学の堅持、レジリエンス、SDG、BCG 経済。 



 バイオプラスチックに関する民間団体によれば、バイオケミカル材利用にお

ける最大の課題は生産コストで、石油製品に対して 3〜4倍のコスト高になって

しまうため、ブランドオーナーはバイオプラスチックの採用に躊躇しているの

が現状である。このため、石油製品との価格差を縮めるための技術開発ニーズが

高い。 

 

CP機関のニーズとの整合性 

 本プロジェクトの中心的な CP機関となるチュラロンコン大学にとってのニー

ズは、未利用の天然資源の発掘から産業利用までの技術開発である。従って、本

プロジェクトの対象である未利用バイオマスに関わる研究は、同大学のニーズ

に合致している。 

 

 農家の収入向上の可能性、タイ政府の農業振興および環境政策への貢献、バイ

オケミカル製造のスケールアップへのチュラロンコン大学の高い関心などの点

で本プロジェクトの妥当性は高い。また、廃バイオマス利用のバイオケミカル振

興の打ち出しはまだ明確ではないが、民間ニーズは高いことから、プロジェクト

目標の妥当性は高いといえる。 

 

5.2 整合性 

国際的な潮流との整合性 

 気候変動の緩和への貢献について、タイは 2022 年に第 2 回 NDC を提出し、

2030年までに無条件で 30%、条件付きで 40%の温室効果ガス排出削減目標を掲げ

ている。第 2 回 NDCは、エネルギー、産業プロセスと製品の使用、農業、廃棄物

セクターを対象とし、2022年には改訂版の長期低排出展開戦略（LT-LEDS）を提

出した。 

 このうち、農業分野の NDC目標は 5.1MtCO2、その内訳は、間断灌漑(AWD)の推

進で 2MtCO2
2, バイオガスの削減で 3MtCO2, その他（化学肥料の使用削減など）

で 0.1MtCO2 となっている。野焼や焼畑は季節が限定されるため、割合としては

水田のメタンガスや畜産などのバイオガスに比べると排出量は少ないが、NDC 

目標の 1〜2%の貢献が期待される。41 以上、本プロジェクトは、廃バイオマス

に関連する GHG排出削減と環境被害の軽減という観点から、NDCおよび LT-LEDS

に貢献するものである。 

 

日本の援助方針との整合性 

 
41 面談記録 No.20 (OAE-MOAC) 



 対タイ王国 国別開発協力方針 (2020年 2 月)において、①持続的な経済の発

展と成熟する社会への対応、②ASEAN域内共通課題への対応、③第三国支援の実

施という 3つの重点分野が示されており、このうち、①の中では、持続可能な社

会・経済の発展の基盤となる支援の一つとして、国際共同研究の推進が挙げられ

ている。また、社会の成熟化に伴い取り組むべき課題として、環境・気候変動問

題への取組みも挙げられており、本プロジェクトは、共同研究の推進および環

境・気候変動問題への対応という点で整合する。 

 

他の開発パートナーの支援 

 本調査団がインタビューした範囲では、他ドナーによる CUに対する廃バイオ

マス利活用に関するプロジェクト等はない。 

 

他の JICA案件との連携 

 CU工学部をパートナーとして「(SATREPS)未利用天然ゴムの種の持続的カスケ

ード利用による地球温暖化およびプラスチック問題緩和策に関する研究」が

2024年から 2029年までの予定で実施されている。同プロジェクトは天然ゴムの

種子を対象にしており、廃バイオマスの収集・確保の方法や民間連携を検討する

上で相乗効果が期待できる。 

 また、CUの理学部をパートナーとして「(SATREPS)バイオマス・廃棄物資源の

スーパークリーンバイオ燃料への触媒転換技術の開発」が 2023 年に終了した。

同プロジェクトは CUのサラブリ県の施設内にバイオ燃料用のパイロットプラン

トを設置し現在も稼働している。このため、パイロットプラントの運転・保守の

方法やマニュアルは本プロジェクトで活用することができる。 

 本プロジェクトは、共同研究の推進および環境・気候変動問題への対応という

点で日本政府の方針に整合し、他の SATREPS との協力や過去案件の成果を活か

すことも可能である。また、他援助機関等による類似事業もないことから、本プ

ロジェクトの整合性は高いと言える。 

 

5.3 有効性 

プロジェクト目標達成の見込み 

 プロジェクト目標は、「タイの廃バイオマスを原料としたバイオリファイナリ

ー産業推進に寄与する原料処理・触媒反応・プロセス技術が提案される」である。

プロジェクト目標の達成を判断するための指標は、①タイの廃バイオマス材の

適切な管理と利用のためのガイドラインの提案、②廃バイオマスからバイオケ

ミカル原料物質の抽出・低分子化技術の開発、③触媒転換に基づくバイオケミカ

ル製造プロセスの開発、④バイオケミカル産業に向けたプロセス評価、ならびに



経済性・LCA評価手法の提案、⑤廃バイオマスからのバイオケミカル製造パイロ

ットプラントを利用したバイオケミカル産業を担う人材育成指針と運転マニュ

アルの作成、⑥化学企業およびエネルギー企業によるプロジェクトの研究成果

への関心表明の 6つである。 

  

指標 現状および達成見込み 

指標 1: 

ガイドライン

の提案 

今回の調査で、プロジェクトが対象とするアブラヤシ、サトウ

キビ、コメの廃バイオマスの現状と課題が明確になり、政府機

関、民間企業、農家・農民グループなどの重要な関係者につい

ての基本的な情報が把握された。また、未利用の廃バイオマス

についても、様々な利活用のための取組み事例が把握できた。 

プロジェクトの５年間で､更に現状調査を進め、実際に農家グ

ループや工場等からベンチ用やパイロットプラント用の廃バ

イオマスの入手を試行することで、有効な収集・調達方法を提

案することが可能である。 

また、持続的なバイオマスの利用基準に準拠して認証を受け

ている農家グループなども存在しているため、彼らの経験を

ガイドライン作成に活かすことが可能である。 

指標 2： 

バイオケミカ

ル原料物質の

抽出・低分子

化技術の開発 

本プロジェクトに参加する研究者は既に、廃バイオマス中の

油脂・遊離脂肪酸・セルロース・リグニンなどの成分を分離す

る技術を開発し、さらに分離されたセルロースおよびリグニ

ンを低分子化する技術を開発した技術力と経験がある。さら

にパイロットプラント用分離技術、低分子化技術を開発し、廃

バイオマスの化学資源としての利活用に寄与し、バイオリフ

ァイナリーの社会実装へ繋げることが可能である。 

指標3 ：触媒転

換に基づくバ

イオケミカル

製造プロセス

の開発 

本プロジェクトに参加する研究者は既に、廃バイオマス由来

原料からバイオナフサ、バイオベンゼンを製造できるラボ用

候補触媒、次いでパイロットプラント用触媒を開発する技術

力と経験があり、バイオリファイナリーの社会実装へ繋げる

ことが可能である。 

指標４：経済

性、環境可能

性評価手法お

よび結果の公

表 

本プロジェクトの成果 1、2、3 および 5 で取り組んだバイオ

ケミカルについて、論文発表、セミナー・研修等で、LCA を考

慮したビジネスの採算性、経済効率と合理性評価結果が関心

を示す企業等に提示される。本プロジェクトでは、市場化に必

要な科学・技術、経済面の情報を提供することで、廃バイオマ

ス利用に関心の高い企業の取組みを促すことが期待される。 



指標５： 

パイロットプ

ラントを利用

した人材育成

と運用マニュ

アルの作成 

パイロットプラントはプロジェクト期間の後半で設置、運転

が開始される予定であり、パイロット規模のバイオケミカル

生産の試行や視察等をとおして、大学の研究者や民間企業の

人材育成が期待される。また、バイオ燃料用のパイロットプラ

ントの運用・保守マニュアル等を参考に、日本と同レベルの安

全基準を満たした運用マニュアルが作成できる。 

指標６：企業

による関心喚

起 

プロジェクトでは、JCC 会議､オンライン・オンサイトでの研

修、セミナー、パイロットプラントの視察等で、バイオプラス

チックの業界団体やケミカルに関心のある企業を招き、関心

を喚起する予定である。 

 

成果の論理構成 

PDMの成果の論理構成は、①廃バイオマスの原料の確保方法のガイドライン提

案、②原料の処理技術の開発と発表、③触媒転換によるバイオケミカル材の開発

と発表、④①〜③の経済性・環境評価の発表、⑤①〜③のラボ・ベンチスケール

から商業化前のパイロットスケールの検証提示及び人材育成となっている。い

ずれも、廃バイオマス調達から上市までに不可欠なステップであり、社会実装に

必要な成果も含まれていることから、成果は妥当である。 

 

以上、指標を達成できる見込みは高く、必要な事業要素も網羅されていることか

ら、本プロジェクトの有効性は高いと判断する。 

 

5.4 効率性 

成果の達成見込み 

 本プロジェクトの成果の指標は概ねプロジェクト目標の指標に対応している。

即ち、成果レベルの指標は、新技術の開発（原料の分離・低分子化、触媒転換の

技術開発など）、プロジェクト目標の指標は、開発した新技術の地元企業等への

発表や普及である。また、本プロジェクトが想定する成果品(ガイドライン、経

済・環境評価レポート、パイロットプラントでの検証結果など)についても、プ

ロジェクト内部での作成が成果の指標であり、プロジェクト目標はこれら成果

品の発表や普及を指標としている。特に成果 2と 3については、日本・タイで十

分な実績と経験があり、「5.3 有効性」で示したとおり、その他の成果について

もプロジェクト期間終了までに成果を出すことが十分可能である。 

  

プロジェクトの実施体制の有効性 

 本プロジェクトでは、成果ごとに Co-Project Managerが選任、日本・タイの



プロジェクト参加者も確定しているため、組織および個々の研究者レベルでも

役割・責任は明確となっている。一つの成果に複数の Co-Project Managerが選

任されているが、活動レベルで役割分担・連携する想定となっている。 

 JCCのオブザーバーとして、社会実装に必要な民間団体、企業、政策支援を得

る上で重要なエネルギー省、工業省、農業協同組合省等を招聘することになって

おり、要請があれば参加する旨の合意を得ており、政府として本プロジェクトの

推進において重要な関係機関がほぼ網羅されている。以上の点から、実施体制の

有効性は高い。 

 

投入・活動の妥当性 

 日本・タイ双方の研究者の配置については、十分な人員が配置されている。日

本側研究者は、研究代表者が基本的に年 4 回ほどのペースでタイへ渡航し、調

整や進捗管理を行う予定である。このため、人材面では十分な投入が確保できる

見込みである。 

 タイ側は、負担事項である現地コスト(カウンターパートの交通費や日当宿泊

費、研究助手の雇用、事務所スペースの提供)など、円滑にプロジェクト活動を

行うための予算を確保済みである。日本側の投入について、一番大きな投入とな

るパイロットプラントの設置は全体予算の 1/3 程度に抑える予定であり、他の

活動に予算振り分けが可能である。 

 

実施スケジュールの妥当性 

 成果 1〜3の活動は概ね平行して実施し、プロジェクト 3年目で成果 5のパイ

ロットプラントによる検証を行い、それぞれの成果から成果 4での採算性や GHG

削減効果等が検討され、ビジネスモデルが提示されるという流れになっている

(成果 5のうち、プロジェクトの広報、民間企業との協力関係構築、人材育成な

どは開始時から着手される)。このため、5 年間で PDM に挙げた活動を完了する

ことが可能である。 

 

リスク要因 

 活動・成果レベルでは以下の外部条件が設定されている。 

① 関係機関が必要な情報収集に協力すること 

② プロジェクト期間中、廃バイオマスが安価でかつ継続して利活用できること 

③ 廃バイオマス利用に関して現地の協力が得られること 

④ 現地（対象地区）にて活動するために必要な支援を関係機関が行うこと 

⑤ タイの治安が安定していること 

 



①については、今回面談した全ての政府機関が情報収集に協力的であったが、

OAE-MOAC など一部の機関は情報収集に次官宛の公的依頼が必要など手続きに時

間がかかる可能性がある。②については現在未利用の原料について価格は問題

ではないが、③の収集・調達においては農家や工場の協力度合いは明確ではない。

④については、今回調査した現地の政府機関、工場、農民グループは協力的であ

った。⑤について現時点で問題はないが、モニタリングは必要である。 

 

以上、成果指標達成の見込みは高く、実施体制、投入と活動、スケジュールも妥

当であり、外部要因もリスクが高いものはないため、プロジェクトの効率性は高

いと判断する。 

 

5.5 インパクト 

 本プロジェクトの上位目標は、「バイオリファイナリーの原料として廃バイオ

マスの利活用が進み、バイオナフサ・バイオベンゼン等、バイオケミカル産業が

タイの革新的な産業として成長している」である。上位目標の指標および達成見

込みは以下のとおりである。 

 

  

指標１：廃バイオマスからバイオケミカルの製造のための研究開発費がタイ政

府ならびに現地企業から支援されている 

政府および民間企業が本プロジェクトの成果に関心を示し、更なる研究費を

提供することで、プロジェクト後も継続的な社会実装を進めることが期待され

る。政府機関が提供するもっとも大きな研究資金は PMUC である。CU は PMUCの

競争資金獲得に積極的である。現在、タイの民間企業との共同研究として、「持

続的なバイオナフサとバイオケロシン生産に寄与する廃バイオマスのバイオハ

イドロカーボンへの変換」プロジェクト提案書を PMUCに提出済みである（予算

3,000万バーツ、プロジェクト期間 2025年〜2027年）。また、民間企業との連携

としては、CUがプロジェクト後も、バイオケミカル関連企業の団体である TBIA

などをとおした技術交流・普及を図り、特に民間資金獲得については、パイロッ

トプラントを利用した共同研究などが進むことが想定される。 

 

指標 2：化学産業分野において廃バイオマスが原料として一部利用されている。 

 今回の現地調査で、廃バイオマスは未利用の資源が多く、利用されている場合

も発電・熱利用に限定されるのが現状であることがわかった。国内のバイオケミ

カル材の普及においては石油由来材との価格差が障害となっており、価格差を

縮めるような技術開発が期待される。 



 

外部条件 

 本プロジェクトの社会実装については、様々な外部条件があり、その実現は容

易ではなく、プロジェクト期間中、関係機関への働きかけなどで、社会実装に向

けた取組みも求められる。 

本プロジェクトで想定される重要な外部条件は以下のとおりである。 

① タイ政府のエネルギー政策（特に廃バイオマスに関し）に変更がない。 

② 廃バイオマスが、継続して利活用できる(タイ国内で原料の安定供給の状態

が継続すること）。 

③ 事業環境の変化（例：化石燃料価格の大幅な低下やバイオマス資源の利用等）

に際して、タイ政府の政策上の支援・協力がある。 

④ 本プロジェクトに参加する主なタイのバイオマス関連企業が、カーボンニュ

ートラルに関する政策・方針を持ち、PMUCを利用した本プロジェクトの研究

者との共同研究などが促進される。 

 ①について、現在、タイではバイオマス利用はエネルギーとしての利用促進が

政策となっているが、燃料や熱利用以外のバイオケミカルの利用促進などは政

策化されていない。現状の政策の方向性をよくモニタリングする必要がある。ま

た、エネルギー利用を促進している DEDE-MOEと情報意見・交換する中で、持続

的な廃バイオマス利用の方向性について協議していくことが望まれる。 

また、②もエネルギー利用の拡大状況に左右されるため、DEDE-MOE と利用割

合などについて協議することが望ましい。また、エネルギー利用では廃バイオマ

スの調達コストは低く抑えられるため、農家にとって廃バイオマス収集のイン

センティブは低いことから、バイオケミカル材・製品利用により高付加価値化が

実現されなければならない点はハードルが高い。 

 ③については現在、MOIでバイオケミカル製品利用企業への大幅な優遇税制措

置が検討されている。また、現在、EPR(拡大製造者責任法)の草案が審議されて

おり、法案化されると包装材などにおける石油由来の化学製品の利用が制限さ

れる可能性がある。従って、このような法制度化の動きについてモニタリングす

る必要がある。 

 ④について、関係する企業は多岐にわたるため、プロジェクト期間中に積極的

に関心の高い企業を特定して、CU との産学連携につなげていく努力が求められ

る。 

 以上の点から、指標 1 の達成は見込みがあるが、指標 2 の商業化については

外部条件の影響が大きく、プロジェクトチームとしても、積極的に関係機関や民

間企業への働きかけを行い、プロジェクト後の社会実装の見込みを高める必要

がある。なお、地元企業の計画や意向など確認できていないため、現時点ではど



の程度企業による商品化が進むのかは判断できない。 

 

5.6 持続性 

政策・制度面の持続性 

 4.1で示すとおり、第 13次国家経済社会開発計画 (2023 - 2027)で BCG経済

への移行を打ち出しており、2030 年までに GHG 排出量を大幅に削減することを

国際的にもコミットしている。このため、プロジェクト後もタイ政府の基本方針

と本プロジェクトの整合性は高いと想定される。また、20年農業開発計画(2017 

- 2036)では、2036年までに農家一人あたりの所得を年あたり 13,000米ドル(39

万バーツ)に引き上げることを目指しており、プロジェクト期間中の政策的継続

性は高い。他方、バイオマスに関する政策はエネルギー利用のみであり、バイオ

ケミカルとしての利用に関する政策は明確でないため、政策的な後押しは弱い。

本プロジェクトの成果を示し、関係機関への政策づくりや制度化を促すことが

望まれる。 

 

組織・体制面の持続性 

 本プロジェクトの成果をプロジェクト後も継続的に維持・発展するためには、

廃バイオマスの調達から製品開発まで、幅広い関係者間の協力体制づくりが不

可欠となる。本プロジェクトでは、バイオプラスチックの協会等を通じた産学連

携を強化する活動が組み込まれている。MOI や MOAC も協力的であり、市場性が

見込まれれば、業界全体として廃バイオマスの活用に向けた良好な関係が継続

できる可能性がある。また、CU はこうした業界団体の審議会や理事会のメンバ

ーとなっているため、技術面のアドバイザーとして積極的な役割を果たすこと

が可能である。 

 

技術面の持続性 

 本プロジェクトでの研究活動は、先に述べたバイオプラスチックの協会の会

員企業等との産学連携をとおして継続されることが期待される。また、本プロジ

ェクトはタイから中堅・若手研究者を日本に派遣して博士号を取得することに

なっているため、彼らが次世代の研究者として引き継いでいくことが期待でき

る。 

 

財政面の持続性 

 タイでは PMUCが応用科学分野における企業をパートナーとした競争的資金を

提供しており、CU はプロジェクト後も継続してこれらの資金を活用して、本プ

ロジェクトの成果やパイロットプラント等を活用して、研究を継続することが



可能である。また、PMUC以外にも CUは研究大学として毎年多くの競争的資金や

民間からの研究資金を得ており、財政的な継続性は高い。 

 

 以上、政策・制度面、組織・人材面、技術面、財政面のいずれにおいても、概

ね持続性が見込まれる。 

 

 





















































































2024/7/23

Day
JICA HQ

Consultant Tokyo Tech Kyoto Prefectual Univesity Kyoto Prefectual Univesity BASF JAPAN Thai side JST JST JST Accommodation Arrangement

1 14-Sep Sat JAPAN→BKK

2 15-Sep Sun Preparing for the visiting

3 16-Sep Mon
13:30 Meeting with CU

4 17-Sep Tue

[Tentative] Meeting with Thai 

Bioplastics Industry Association 

(TBIA)

5 18-Sep Wed

09:30 Meeting with DEDE (Room 

603, 6th floor, Building 7)

14:00 Meeting with CPD

6 19-Sep Thu

[Tentative] Meeting with Thailand 

Institute of Scientific and 

Technological Research (TISTR)

7 20-Sep Fri
[Tentative] Meeting with the Office of 

Industrial Economics (OIE)

8 21-Sep Sat

9 22-Sep Sun Fly from Haneda to Bankok Fly from Haneda to Bankok 

Visit CP Thai Rise(Rice Miller) by 

car 

https://maps.app.goo.gl/Q5jdGkzLF

SE8VveU8

Visit CP Thai Rise(Rice Miller) by 

car 

https://maps.app.goo.gl/Q5jdGkzLF

SE8VveU8

JAPAN→BKK
Visit Rice Farm and Mobe back to 

Bangkok

Visit Rice Farm and Mobe back to 

Bangkok

AM

8;00-9:00 internal meeting&kick off 

meeting Meeting at CU

8;00-9:00 internal meeting&kick off 

meeting Meeting at CU
10:00-11:00 Meeting by online 

Visit Sugarcane and Sugar Industry 

Promotion Center Eastern region by 

Car

Visit Sugarcane and Sugar Industry 

Promotion Center Eastern region b 

y Car

8;00-9:00 internal meeting&kick off 

meeting Meeting at CU
10:00-11:00 Meeting by online 10:00-11:00 Meeting by online 10:00-11:00 Meeting by online 

PM

Visit Sugarcane and Sugar Industry 

Promotion Center Eastern region by 

Car

Visit Sugarcane and Sugar Industry 

Promotion Center Eastern region b 

y Car

AM

Flight (SL782) Bangkok(7:00)→
Nakhon Sri Thammarat(8:20)

10:00-Visit Biomass and Oil Palm 

Center of Excellence Walailak 

University

Flight (SL782) Bangkok(7:00)→
Nakhon Sri Thammarat(8:20)

10:00-Visit Biomass and Oil Palm 

Center of Excellence Walailak 

University

Flight from Bangkok  Don Mueang  

to Nakhon Sri Thammarat, 

10:00 Visit Biomass and Oil Palm 

Center of Excellence Walailak 

University

Flight from Bangkok  Don Mueang  

to Nakhon Sri Thammarat, 

10:00 Visit Biomass and Oil Palm 

Center of Excellence Walailak 

University

Flight from Bangkok  Don Mueang  

to Nakhon Sri Thammarat, Visit 

Biomass and Oil Palm Center of 

Excellence Walailak University

PM

13:30-15:30 Visit Biomass and Oil 

Palm Center of Excellence Walailak 

University 

17:00-20:00 Visit Surat Thani Oil 

Palm Reserach Center

12:00-15:30'Visit Biomass and Oil 

Palm Center of Excellence Walailak 

University 

17:00~Visit Surat Thani Oil Palm 

Reserach Center

12:00-15:30'Visit Biomass and Oil 

Palm Center of Excellence Walailak 

University 

17:00~Visit Surat Thani Oil Palm 

Reserach Center

12:00-15:30'Visit Biomass and Oil 

Palm Center of Excellence Walailak 

University 

17:00~Visit Surat Thani Oil Palm 

Reserach Center

Visit Biomass and Oil Palm Center 

of Excellence Walailak University (-

15:30) and Visit Surat Thani Oil 

Palm Reserach Center(17;:00-) and 

Hotel stay in Khanom District, 

Nakhon Si Thammarat

AM

9:00-11:30Interviw to lan the arranged 

by  Surat Thani Oil Palm Reserach 

Center

9:00-11:30Interviw to lan the arranged 

by  Surat Thani Oil Palm Reserach 

Center

9:00-11:30Interviw to lan the arranged 

by  Surat Thani Oil Palm Reserach 

Center

9:00-11:30Interviw to lan the arranged 

by  Surat Thani Oil Palm Reserach 

Center

Interviw to lan the arranged by  Surat 

Thani Oil Palm Reserach Center

PM

13:00-16:30 Visit Southern Palm Oil 

Flight(SL747) Surat Thani(19:10) to 

 Bangkok(20:25)

13:00-16:30 Visit Southern Palm Oil 

Flight(SL747) Surat Thani(19:10) to 

 Bangkok(20:25)

13:00-16:30 Visit Southern Palm Oil 

fly back from Surat Thani to  

Bangkok

13:00-16:30 Visit Southern Palm Oil 

fly back from Surat Thani to  

Bangkok

 Visit Southern Palm Oil and fly 

back from Surat Thani to  Bangkok
JPN→BKK JPN→BKK

AM

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car(Leave hotel at 

7:00)

10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 

Roong Ruang Energy 

Company(Muang Chang Wat)

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car(Leave hotel at 

7:00)

10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 

Roong Ruang Energy 

Company(Muang Chang Wat)

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car(Leave hotel at 

7:00)

10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 

Roong Ruang Energy 

Company(Muang Chang Wat)

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car(Leave hotel at 

7:00)

10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 

Roong Ruang Energy 

Company(Muang Chang Wat)

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car

Move from Bangkok to Pasak 
Chinlasit by Car(Leave hotel at 
7:00)
10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 
Roong Ruang Energy 
Company(Muang Chang Wat)

Move from Bangkok to Pasak 

Chinlasit by Car(Leave hotel at 

7:00)

10:00 Meeting at TRR sugar & Thai 

Roong Ruang Energy 

Company(Muang Chang Wat)

PM

15:00-16:00 TRR sugar & Thai Roong 

Ruang Energy Company

Back to BKK

15:00-16:00 TRR sugar & Thai Roong 

Ruang Energy Company

Back to BKK

15:00-16:00 TRR sugar & Thai Roong 

Ruang Energy Company

Back to BKK

15:00-16:00 TRR sugar & Thai Roong 

Ruang Energy Company

Back to BKK

Visit Saraburi Sugnaeaar Co., and 

Hotel Stay naear Lopburi

15:00-16:00 TRR sugar & Thai 
Roong Ruang Energy Company
Back to BKK

15:00-16:00 TRR sugar & Thai Roong 

Ruang Energy Company

Back to BKK

AM
Preparation for report and meeting

TBD Move back from Lopburi to Bangkok TBD Move back from Lopburi to Bangkok TBD TBD TBD

PM Preparation for report and meeting TBD TBD TBD TBD TBD TBD TBD

AM Preparation for report and meeting TBD TBD TBD TBD TBD Preparation for report and meeting Preparation for report and meeting

PM Preparation for report and meeting TBD Fly from Haneda to Bankok TBD TBD TBD TBD Preparation for report and meeting Preparation for report and meeting

AM

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 
professors (Discussion  PDM, PO 
and M/M) at CU

9：00- Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

PM

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 
professors (Discussion  PDM, PO 
and M/M) at CU

-17:00 Kick off mettig with Thai 

professors (Discussion  PDM, PO and 

M/M) at CU

AM

9:00-12:00 Discussion with 

Chulalongkon Univ and 

CPs(Finalization of PDM, PO and 

M/M)/Visit  Dr. Chalidain PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 
Univ and CPs(Finalization of PDM, 
PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 
PMUC

9:00-Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/Visit  Dr. Chalidain 

PMUC

PM

 14:00-17:00 Discussion with 

Chulalongkon Univ and 

CPs(Finalization of PDM, PO and 

M/M)/visit to Kassart University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

JAPAN→BKK

 -17:00 Discussion with 
Chulalongkon Univ and 
CPs(Finalization of PDM, PO and 
M/M)/visit to Kassart University

 -17:00 Discussion with Chulalongkon 

Univ and CPs(Finalization of PDM, 

PO and M/M)/visit to Kassart 

University

AM

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)
7:00: Leave hotel
9:00-site visit( Saraburi Campus)

7:00: Leave hotel

9:00-site visit( Saraburi Campus)

PM

17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 17:00 Leave the Saraburi Campus 

AM
9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand
9:00-Final meeting with CPs (M/M 
signing) in BASF Thailand

9:00-Final meeting with CPs (M/M 

signing) in BASF Thailand

PM

13:15-14:15 Report to JICA 

Thailand Office

15:00-16:00 Report to 

Embassy of Japan

BKK→JAPAN

13:15-14:15 Report to JICA 

Thailand Office

15:00-16:00 Report to 

Embassy of Japan

BKK→JAPAN

13:15-14:15 Report to JICA 

Thailand Office

15:00-16:00 Report to 

Embassy of Japan

BKK→JAPAN

13:15-14:15 Report to JICA Thailand 

Office

15:00-16:00 Report to Embassy of 

Japan

Report to JICA Thailand 

Office/Report to Embassy of Japan

13:15-14:15 Report to JICA Thailand 

Office

15:00-16:00 Report to Embassy of 

Japan

Report to JICA Thailand 

Office/Report to Embassy of Japan

13:15-14:15 Report to JICA Thailand 

Office

15:00-16:00 Report to Embassy of 

Japan

Report to JICA Thailand 

Office/Report to Embassy of Japan

13:15-14:15 Report to JICA 

Thailand Office

15:00-16:00 Report to 

Embassy of Japan

BKK→JAPAN

13:00-18:00 Report to JICA 
Thailand Office/Report to Embassy 
of Japan
BKK→JAPAN

13:15-14:15 Report to JICA 

Thailand Office

15:00-16:00 Report to 

Embassy of Japan

BKK→JAPAN

AM
BKK→JAPAN

Flight from Bangkok  Don Mueang  to 

Chumphon, Visit Chumphon Palm Oil 

Industry

Flight from Bangkok  Don Mueang  to 

Chumphon, Visit Chumphon Palm Oil 

Industry

Flight from Bangkok  Don Mueang  to 

Chumphon, Visit Chumphon Palm Oil 

Industry

PM
Visit PPP Green Complex and  and 

hotel stay at Chumphon

Visit PPP Green Complex and  and 

hotel stay at Chumphon

Visit PPP Green Complex and  and 

hotel stay at Chumphon

AM
Flight from  Chumphone to 

Bangkok  Don Muean

Flight from  Chumphone to 

Bangkok  Don Muean

Flight from  Chumphone to 

Bangkok  Don Muean

PM Fly back from Bangkok to Kansai Fly back from Bangkok to Kansai Fly back from Bangkok to Haneda

JICA Detailed Planning Survey (Thailand / September, 2024)

for The Project for Valorization of Disposal Biomass for Chemical Production Based on Biorefinery Concept

Schedule on 

11 24-Sep Tue

10 23-Sep Mon

Meeting and visit at Sugarcane and 

Sugar Industry Promotion Center, 

Eastern Region:

12 25-Sep Wed

13 26-Sep Thu

14 27-Sep Fri

28-Sep Sat15

16 29-Sep Sun

17 30-Sep Mon

22 5-Oct Sat

18 1-Oct Tue

21 4-Oct Fri

19 2-Oct Wed

20 3-Oct Thu

# Internal

https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d
https://teams.microsoft.com/l/meetup-join/19%3ameeting_YjQ5NmEwOTktMzBmOC00MjdhLWI1N2UtOGY5NzU2YmFmMWQ2%40thread.v2/0?context=%7b%22Tid%22%3a%22eba9fc42-5588-4d31-8a4e-6e1bf79d31c0%22%2c%22Oid%22%3a%220a8d652a-c9b4-4d79-a744-bc73220f9635%22%7d


面談記録 No.1 

 

面談日時：2024年 8月 9日 9:00 〜 10:00 

面談場所：Faculty of Science, Chulalongkorn University (CU) 

面談相手：Prof. Dr. Chawalit Ngamcharussivichai 

面談者：井田 (遠藤所員、スパック所員同行) 

 

【タイ側の実施体制】 

• 実施機関は CUのみで他大学の研究者は組織ではなく個人(CP)として参加する。プロジェ

クトの事務所も CUの理学部内に用意する予定。 

• Thailand Institute of Scientific and Technological Research (TISTR)は研修など多く手掛けてお

り、民間とのネットワークもあるため、官民連携や研修で組織としてプロジェクトに参加

してもらう予定。 

 

【CPメンバーの役割】 

• 成果 1は、コンケン大学のソンブン先生がデータ分析などで経験がありメンバーとして参

加する。 

• 成果 2の廃バイオマス前処理・成分分離は複雑で難易度が高い。京都府大に実績があり期

待している。 

• 成果 3の製造用触媒技術の開発は CUと東工大が担当。 

• 成果 4の LCAはキングモンクット大学北バンコク校のサンティ先生が担当する。 

• 成果 5のリアクターデザインはカセサート大学の先生が経験あり参加する。 

 

【対象とする廃バイオマスの想定と調査先】 

• 対象とする廃バイオマスはアブラヤシ、サトウキビ、コメなどではじめて、スクリーニン

グして有望なものを確定する方向性。エネルギー省の Department of Alternative Energy 

Development and Efficiency (DEDE)がバイオマスの利用状況についての調査をおこなってお

り、その報告書をベースに検討したい。また、詳細計画の日本側チームと DEDEを訪問し

てアドバイスを受けたい。 

• アブラヤシ残渣物は有力候補だが、EUの規制対応が懸念材料。アブラヤシについては南

タイの Prince of Songkla University (PSU)のハットヤイキャンパスに Oil Palm and Palm Oil 

Research and Innovation Instituteがあるが、産学連携による共同研究のためのセンターで、

廃バイオマスについて情報はなさそう。また、南タイのスラタニー県の Taksin Palm 

(Southern palm Group)という会社がアブラヤシ生産者と契約栽培をおこなっているので、廃

バイオマス供給のアレンジができるかもしれない。 

• サトウキビについては、タイ東部のチョンブリ県のシーラーチャーに農業協同組合省のサ

トウキビ研究センターがあるので、バイオマス等について情報が得られる可能性がある。 

• 本プロジェクトではバイオプラスチックなどのバイオ化成品に焦点をあてており、機能性

食品やコーティング剤などはスコープとしていない。 

• CPに農業の専門家などは入っていない。プロジェクト活動に必要な廃バイオマスの調達

については目処を付ける必要があるが、収集の仕組みづくりなどはプロジェクトのスコー

プ外。→ ニーズが高まれば収集は可能という考え方(?)要確認。 

 

 
 

附属資料 3 



【民間連携】 

• SCGCが本プロジェクトへの関心を表明している。当初、プラントを SCGCに置くことも

検討したが、プロジェクト後の利用など考慮して CUのサラブリキャンパスに置くことと

した。 

• TISTRをとおして民間企業との連携を図る。 

 

【プロジェクトへの期待】 

• 触媒の開発技術の向上と生産スケールアップへつなげるところがタイにとっての課題であ

り、本プロジェクトへ期待する点である。廃バイオマスでリグニンとセルロース、ヘミセ

ルロースを分離する技術は難しく、タイでは商業ベースでやれるところはない。 

 

【研究資金】 

• Program Management Unit for Competitiveness (PMUC)という政府系の研究基金が本プロジェ

クトに興味を示している。また、PMU-Bという基金もある。→ タイ事務所で事前に

PMUCを訪問して SATREPS全般について説明し、その後、本件との連携の可能性につい

て調査団が訪問するということでどうか(遠藤氏)。 

 

【その他】 

• プロジェクト開始後の CPの旅費・交通費などはタイ側負担ということで理解している。

ただし、プロジェクト開始前は予算がないので、出張が必要な南タイへの出張などへの同

行は難しい。チョンブリなど日帰りで行けるところは問題ない。 

• Academic Affairs担当の副学長を MM署名者とすることで依頼中。 

(CUマネジメントの組織体制：https://www.chula.ac.th/en/about/administration/team/) 

• バイオマス利用によるバイオ燃料の SATREPSプロジェクト(2023年終了)でサラブリキャ

ンパスに設置したプラントは稼働している。NEDOのバイオ燃料低コスト化のプロジェク

トを実施中 (https://www.nedo.go.jp/content/100937924.pdf) (遠藤氏からの情報) SATREPSの

CUの研究代表だったタラポン先生が継続して活動している。本プロジェクトについても

タラポン先生から助言を受けている。 

 

  

https://www.scgchemicals.com/th/home
https://pmuc.or.th/en/about-2/
https://www.chula.ac.th/en/about/administration/team/
https://www.nedo.go.jp/content/100937924.pdf


面談記録 No. 2 

 

面談日時：2024年 9月 16日 13:30 〜 15:30 

面談場所：Faculty of Science, Chulalongkorn University (CU) 

面談相手：Prof. Dr. Chawalit Ngamcharussivichai 

面談者：井田、神田 JICAタイ事務所所員、スパック所員 

 

【プロジェクトの説明】 

プロジェクトの枠組みとスケジュール、MMと RDの構成・内容について PPTに沿って説明。 

 

【MMと RDの署名者】 

• MMは Prof. Chawalit Ngamcharussrivichai 

• RDは、Academic affairs担当の副学長が署名することで確認済み。氏名は後で連絡する。

→ 以下のとおり。 

Professor Dr. Pornanong Aramwit 

Acting Vice President 

 

• CRAも RDと同じで、Academic affairs担当の副学長が署名する。 

 

【スケジュールについて】 

• RDと CRAの署名タイミングについて了解した。 

• プロジェクト開始は来年 4月〜5月からの方が都合良い。今年 12月に 4名の Ph.D.の学生

が卒業することになっているが、彼らは国際的な研究への関心が高く本プロジェクトへの

参加を希望しているが、来年 8月まで引っ張るのは難しいため、できるだけ早く開始でき

たらよい。プロジェクトの予算も今年度に見込んでいるので予算面も問題ない。← 来年 4

月に開始するためには RDは今年 12月中に終えている必要がある(スパック氏) 

 

【PDM、PO】 

• PDMは構成と内容を説明(POは説明していない)。 

 

【実施体制について】 

• プロジェクトチームの構成について了解した。タイ側の Co-project leaderも同意。Co-leader

が各成果 2名となっているが、やることが異なるのでそれぞれの責任範囲は明確。 

• TISTRの Dr. Lalitaが 3つの成果の担当となっているが、「タイ非食糧系バイオマスの輸送

用燃料化基盤技術」(SATREPS 2010〜2016)に参加し、成果 1のバイオマスのデータベース

づくりなどなど経験がある。また、TISTRはパイロットプラントを整備するなど

SATREPSの経験があり、民間連携も経験豊富なので色々と助言してもらえる。 

• 他大学から参加する研究者については情報があまりないので、井田が Chawalit先生に質問

票を送り、それぞれ答えてもらうこととした。→ 9/18送付依頼済み 

• MHESIと PMUCは特に JCCのメンバーとなる必要はないので削りたい。 

 

【社会実装について】 

• タイのバイオプラスチック関連の民間団体は存在するが、まだ団体としては弱い。インフ

ォーマルなグループを含めて、民間を束ねるようなプラッとフォームが存在するか聞いて



みる。FTIにバイオプラスチックなどの部会などはないと思う。民間との連携強化という

点では TISTRが強い。 

• プロジェクトで行うセミナー、ワークショップ、パイロットプラントのデモなど民間企業

を招いてプロジェクトの成果を提供したい。また、成果ごとに必要に応じてワーキンググ

ループをつくり、民間企業の技術者や研究者の参加を促すことなども検討したい。 

• 現在、PMUCの研究資金にプロポーザルを提出している。第二ラウンドとしてプレゼンが

ある。PMUCにはタイの民間企業が入っていることが申請条件となっている。このため、

提出済みのプロポーザルは SCGCとの共同研究となっている。プロポーザルの内容につい

て後ほど情報を提供する。→概要は以下のとおり入手済み。 PMUCのプロポーザルは本

プロジェクトと重複せず、補完するような形で進めることで、タイの民間企業の廃バイオ

マス利用による化成品市場化を促進することを想定している。競争的研究資金について

は、これまで NRCT(National Research Council of Thailand)と TSRI(Thailand Science Research 

and Innovation)という 2つの基金がメインであったが、基金の実施体制に変更があり、

NRCTと TSRIは basic research向けで、規模の大きな applied scienceについては PMUCが

管轄することになった。また、PMUBという基金もあり、これは研究分野が毎年変わる

が、海外で高学位を取得することができる若手研究者向けの基金である。5年間の間には

対象となる分野がまわってくる可能性があるので、その場合は積極的に申請したい。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【双方の責任分担について】 

• 専門家用スペースは 2ヶ所候補があるので(理学部のメインビル 17Fと 18F)用意する。 

• CPの給与や手当ては CU持ちという点も了解。 

• (1) title of the project: Conversion of waste biomass into bio-hydrocarbons for sustainable production of 
naphtha and kerosene 

• (2) project budget: 30 million baht 

• (3) project duration: 3 years (tentative from Jan 2025 until Dec 2027) 

• (4) implementing organizations: Chulalongkorn University and SCG Chemicals Public Co., Ltd. 

• (5) project purpose and expected outcomes:  

•    Project purpose:  

•  (1) Develop a flexible reaction process for producing bio-hydrocarbons from waste lignocellulosic 
biomass   

•  (2) Develop a machine learning database for conversion of waste lignocellulosic biomass to bio-
hydrocarbons 

•  (3) Develop a prototype process for converting waste lignocellulosic biomass into bio-hydrocarbons 

•  Expected outcomes:  

•  (1) Increased revenue from selling sustainable hydrocarbons and/or petrochemical products 

•  (2) Reduction of greenhouse gas emissions from petrochemical industry 

•  (3) Nurturing new career researchers  

•  (4) New technology/knowledge  

• (6) project components:  

•  The 1st year - Catalytic conversion of waste lignocellulosic biomass into bio-hydrocarbons 

•  The 2nd year - Catalytic conversion of mixed biomass into bio-hydrocarbons 

•  The 3rd year - Scale-up production of bio-hydrocarbons from mixed biomass 

• (7) how to cooperate with the JICA project: The catalysts and conversion technologies developed under 
PMUC project are significantly different from those in the JICA project. However, some equipment 
provided by the ODA budget are essential for some research activities in the PMUC project, such as the 
equipment for biomass composition analysis, since PMUC does not allow to use the budget for 
purchasing expensive equipment. 

 



• 研究助手は 1年間で 5名ほど雇用する予定で、これも CU持ちという点は了解している。 

• サラブリキャンパスに設置するプラントの O&M経費の負担もプロジェクト後は CUが負

担する。また、プロジェクト期間中(4-5年目)には運転・保守のためのテクニシャンを雇用

することも検討する。 

• サラブリキャンパスには十分なスペースがあり、今使っていない古い施設がある敷地もあ

り、廃バイオマスの貯蔵や pretreatmentのスペースなども十分に確保できる。Conversion用

の機材や分析機器などもあり、2名の正規職員がバイオマス関連の施設・機材の管理を担

当している。 

 

【機材リストについて】 

• リストの機材はバンコクキャンパスにいれる予定で、理学部のメインビルに十分のスペー

スがある。機材リストに変更が生じると JCCで修正するなど手間がかかるようなら、あま

り細かく書かないことも可能なので横井先生と相談する。 

• プロジェクト終了後、機材は理学部に handoverすることで、維持管理費が確保できる。ま

た、企業などにも利用してもらうなど有効活用を検討する。 

 

【CUの人材育成について】 

• 高学位取得の機会が得られるのであれば、積極的に日本に送り、人材育成を図りたい。現

在、タイではどの学部でも大学院へ進む学生が減っており、日本との国際共同研究プロジ

ェクトの存在や日本に留学できる可能性があるというのは、志願者に対する大きなアピー

ルになる。 

 

【リスク要因】 

• 心配な点としては、廃バイオマスは収集のシステムができていないため、供給サイドが制

約される可能性がある。大手企業は契約栽培などを行っている場合、収集できるが、そう

でない場合は、農家の手間、輸送コスト、マンパワーの確保など、収集がネックとなる可

能性がある。 

• PMUCにプロポーザルを申請中だが、これが受注できないと、予算面で厳しくなる可能性

がある。 

 

  



面談記録 No.3 

 

• 面談日時：2024年 9月 17日 11:00 〜 12:30 

• 面談場所：NatureWorks Asia Pacific Ltd, 32F, At Suntower B building 

• 面談相手：Mr. Watid Watanyupaisan, President, Thai Bioplasstics Industry Association (TBIA) 

• 面談者：井田 

 

【TBIAについて】 

• TBIAは 17年前に科学技術省傘下の National Innovation Agencyの支援のもとで設立され

た。バイオプラスチックの推進を目的とした企業団体で、会員数は増加傾向にあり、現在

は 67社が加盟している。 

• 加盟企業は製糖などサトウキビでは大手となるMITR PHOLや KTIS、キャッサバでは Thai 

Wah、BD-Straws、TPBIなどのコンバーター・製造企業、Inthanin (TCCグループ傘下のコ

ーヒーチェーン)などのブランドオーナーまで、バイオプラスチックに関連する幅広い業種

が参加している。バイオナフサに取り組んでいる SCGや PTTといった最大手も参加して

いる。また、日本の企業も Sumitomo, Kurarayなど 6社参加している。 

• TBIAの主な活動としては、①加盟企業の要望に基づく政府への要請や協力、②その他の

団体や大学との協力、③バイオプラスチック製品普及のための啓発活動がある。 

① については以下を行っている。 

• 工業省の Thai Industrial Standards Institute (TISI)に協力してバイオプラスチック

の品質基準、製造プロセスについてのタイの基準づくりへの協力 

• 工業省の Office of Industrial Economics (OIE)への協力。OIEは OIEに登録したバ

イオプラスチックを利用する企業向けに税制面の優遇措置をインセンティブと

して提供している。バイオプラスチック製品を使う企業に対しては 25%増しで

控除額を申請できる。 

• 環境天然資源省の Pollution Control Department (PCD)に協力して、有機ゴミの分

別やプラスティックゴミの管理について地方自治体への協力。 

② については、大学が申請できる政府の産学連携プロジェクトのパートナーとして協力

している。今はシラパコン大学のプロジェクトに協力している。 

 

【品質保証・認証制度について】 

• ISCC+plus (International Sustainability and Carbon Certification Plus）やサトウキビの認証

システムである BONSCROなど色々な認証制度があるが、これらの制度について、政

府は直接関与しておらず、民間企業が必要に応じて個々に対応している。 

• 政府は製品の品質については認証制度を持っている。特に TISTRはラボテストや品質

保証などのサービスを提供しており、ISOとも連携してバイオマスプラスチックの製

造、利用、認証のための規格である ISO17088 2021のタイの基準づくりをやっている

ため、重要な機関である。ただし、政府は製品の品質についてはサービス提供してい

るが、サプライチェーンの認証などは関与していない。 

 

【バイオプラスチック促進について】 

• 一番の課題はコストで、石油製品に対して 3-4倍のコスト高になってしまうため、国

内ではなかなか普及しない。ブランドオーナーはバイオプラスチックの採用に躊躇し

ている。価格差を縮めるための技術開発ニーズが高い。また、政府の支援も税制面の

小さな優遇措置だけなので不十分。既存のプラスチック産業に不利になることはあま

https://www.tbia.or.th/
https://www.tisi.go.th/home/en
https://www.oie.go.th/view/1/หน้าแรก%2FTH-TH
https://www.pcd.go.th/
https://www.iscc-system.org/certification/iscc-certification-schemes/iscc-plus/
https://bonsucro.com/


りやりたがらない。タイではプラゴミの分別もほとんどおこなわれておらず、埋め立

てゴミの 40%は有機ゴミという状況。現在 2つの法律の草案作りが行われているの

で、それらが施行されれば、リサイクルや廃棄物利用などの面では改善するかもしれ

ない。Extended Producer’s Responsibility Actと Climate Changeに関する Act。 

• タイ政府は海外投資に対しては多くのインセンティブを提供しているため、世界的な

企業が工場をつくっており、タイはバイオプラスチックについてもアジアで最大の製

造拠点となっているが、ほぼ全て輸出されているため、国内へのインパクトがない。 

• タイはサトウキビ、キャッサバ、アブラヤシの世界的な生産地であり、いまのところ

資源量を心配する必要はないが、需要が喚起されても供給がネックとなる。廃バイオ

マスについても、一部の契約栽培を除いて、収集・運搬・貯蔵などのシステムがない

し、農家からみれば、利益やマンパワーの点が問題になる。 

 

  



面談記録 No.4 

 

• 面談日時：2024年 9月 18日 9:30 〜 11:30 

• 面談場所：DEDE 

• 面談相手： 

DEDE 

1. Mr. Yaowathee Atchawangkul, Engineer, Senior Professional Level 

2. Mr. Sorawut Nitsunkit, Engineer, Professional Level 

3. Mr. Dulvinit Sammachivavat, Engineer, Operational Level 

4. Ms. Kittiya Kaewmee, Policy and Plan Analyst, Professional Level 

5. Ms. Prapapan Pankaew, Policy and Plan Analyst, Operational Level 

• 面談者：Dr. Chawalit, 井田、神田所員、スパック所員 

 

【エネルギー分野の関連政策】 

• National energy plan では 2050年までにカーボンニュートラル達成を掲げ、NDCでは 2030

年までに 40%削減目標を掲げるなど大きな目標を掲げている。 

• DEDEでは、今年 5月に public hearingを実施し、2037年までの代替エネルギー利用の目標

値を 36%に設定した。太陽光や風力の比重が大きいが、バイオマスも 5,000MW分まで高

めることを目標としている。 

• ただし、DEDEは計画の策定は行うが、実施するのは民間なので、民間が取り組むために

なにが必要かもっと研究する必要がある。 

【廃バイオマスの利用】 

• バイオマスについては、年間 3,000万トンが未利用と推定している。サトウキビについて

バガスは既にほぼ 100%発電等や蒸気などのために工場で使っているが、その他はあまり

利用されていない。 

• DEDEでは、木材と非木材に分けてバイオマス促進の計画を検討している。非木材は灰や

シリカが多いので企業がやりたがらない。木材はニーズが非常に高い。DEDEは 3省と

MOUを結び、代替エネルギー用の植林計画を策定したが、政権が変わって中断してしま

った。現状では、木材系のバイオマスは供給が足りない。 

【サトウキビ】 

• サトウキビの葉と上部部分は利用するには手間がかかるので、多くの場合、焼却されてい

るが、PM2.5の原因となっている。 

• 稲藁は、農業や飼料に使うことはある。圧縮して発熱に使うこともあるが、コスト面やマ

ンパワーの面が課題でまだ進んでいない。 

• プラスの情報として、サトウキビは畑から葉の収集をやっている会社がある。サトウキビ

の葉を巻く特殊な機械が必要なので日本から中古を輸入、葉をロールして運搬している。

１ライ(40mx40m)で 50バーツを農家に払う。スパンブリーなど地域内に需要と供給がある

ところでは、そうした会社は多くはないが存在し、競争もある。場所や条件がよくないと

ころは誰もやっていない。 

• サトウキビの葉は DEDEで発電のパイロットプロジェクトもやっている。 

• 以前は農民が葉などを集めるための予算を確保したことがあった。300万バーツ上限で、

運搬や圧縮のための農業機械購入などを想定したが、申請には財務状況や領収書の提出が

義務づけられていたため、申請がなかった。 

• サトウキビの葉の切断・圧縮のための機械を農協に提供したこともある。サトウキビの葉

は量が多いが軽いので、農地外まで運び、機械で圧縮して、搬入先でばらすといった手間



やお金がかかる。北部で調査したが、近くに欲しい企業や工場がないとうまくいかない。

このため、今は地域の特性をみて、需要と供給がマッチングをやるという方向性。農業協

同組合省はあまり協力的でない。DOAの中の農業機械担当の部署なども廃バイオマスにつ

いて関心が低い。 

【アブラヤシ】 

• アブラヤシについては、実を採る前に葉・枝を刈るがこれが未利用で、房なども使われて

いない。燃焼させるとアルカリがボイラーに付着するといった技術的な問題がある。アブ

ラヤシの房はバイオガスを作り、水を入れて発酵させて熱をとるということもやられてい

るが、まだ技術的に課題が多く、進んでいない。発電・熱利用も 20年前からやっている

が、湿気が多いことが課題だったが、技術的に解決できてボイラー利用進んでいる。 

• アブラヤシヤシの実以外では、殻は発電、房は発電や肥料などに使われている。安価なの

で SCGなどの企業から発電に使いたいと相談を受けている。 

• アブラヤシの葉などは土を覆うことで保湿効果があるなどそのままにしていてもメリット

がある。 

• アブラヤシの難しいのは、小規模農園などは、農地があまり整備されていないこと、木の

間が狭いので機械・車両などが入れないこと、ネズミ対策でコブラを放している農園があ

るなど。 

 

【コメ】 

• 農家は収穫後精米所やハーベスターに売るので、もみ殻などは精米所やハーベスターのも

のになる。コメの場合は各農家の規模が小さいので重機など入れられないことが課題。 

【関連する取組み】 

• Asia Zero Emission Community で、2050年に向けて GHG対策進めている。その中にバイオ

マスサプライチェーン支援プロジェクトがある。 

【Biomass Potential database】 

• この調査のフィールド調査は 2021年にコンサルタントに外部委託して、収集したデータ

をベースにキャッサバ、アブラヤシ、コメ、サトウキビ、トウモロコシなどの廃バイオマ

スごとに利用/未利用の比率、未利用の資源量の推定、利用した場合の潜在的なエネルギー

量の推定などを行ったもの。 

【要望・コメント】 

• 未利用廃バイオマス資源についてエネルギーとバイオ製品で取り合いになる可能性がある

ので、廃バイオマスの種類に応じてどちらに向いているかなど特性を分析して、利用比率

を決めるなど、将来的に利用のルールが必要となるのではないか、そういう点からも本プ

ロジェクトに関心がある。 

 

  



面談記録 No. 5 

 

• 面談日時：2024年 9月 18日 14:00 〜 16:00 

• 面談場所：CPD 

• 面談相手：Dr. Jedsadaporn Sathapatyanon, Director of Foreign Relations Group, Planning 

Division, Cooperative Promotion Department, Ministry of Agriculture and Cooperatives 

その他 7名 

• 面談者：井田、神田所員 

 

【タイの農民組織について】 

• 全国で 7,400の農民組織があり、内訳は農業組合が 4,000以上で、それ以外は農民グルー

プ。 

【CPDの役割】 

• CPDの業務は、農民組織への技術支援〔営農支援まではできないがサービスの説明な

ど〕、組織支援〔組織運営〕、Cooperative Development Fund(CDF)の提供(組合の事業に使う

ための融資、組合からメンバーへの農業インプット購入目的の 2種類の融資)、組合員の能

力強化支援〔経営指導など〕、ネットワーク支援(共同購入、共同販売、加工、市場情報提

供、海外アクセス、企業とのマッチメイキングなど)を主な活動としている。 

【3つの農作物について】 

• サトウキビ、アブラヤシ、コメ、いずれも生産者の農業インプットの資金融資を行ってい

る。タイでは、基本的に値段次第で販売先を決めているので、買手は、買付業者、農協、

工場などそのときによって異なるのが特徴。アブラヤシは少ないが加工もやっている農協

がある。コメは精米施設を持つ組合が多い。 

【アブラヤシ】 

• アブラヤシは生産量で南部が 92%、中部タイ 5%、東北タイ 3%で、アブラヤシを扱う農民

組織はほとんどが南部タイ(全国で 75)。特に、クラビー、スラタニー、ナコンシタマラー

ト、チュンポン県で盛ん。全国の生産量は 2023年で 18.6Million tons、農協への販売は全体

の 4%程度(970,800ライで 742,028トン)。その他は各地域で業者や個人。タイの農家は現

金がないので、資金繰りの厳しい農家は融資が受けられる農協に販売する傾向がある。ア

ブラヤシの葉は 2ヶ月に 1回切る必要があるが、利用するという話を聞いたことがない。

利用できるなら農家にとってメリットがあるので、とても興味がある。1キロ=0.5バーツ

でもやるだろう。アブラヤシの農園は収穫物を運搬できるように車が入れるようになって

いる。問題は買ってくれる人がいるかどうか。自分で出荷している農家もあるので、自分

で葉を運搬することも可能。ただし、嵩があるので、運搬コストなど高くなるのではない

か。 

• 気候変動の直接の影響はあまり感じていないが、雨少ないと房が小さくなるので収量が減

る。タイ東部はドリアンの栽培が拡大しているので、その他の作物は減少傾向にある。 

【サトウキビ】 

• サトウキビは収穫後一度きれいにする必要があるので、葉の収集はやりやすい。サトウキ

ビについては、農協などはほとんど関与せず、農家が砂糖工場と契約していることが多

い。そのため、葉の収集をやるとしたら収集業者や工場が集めると思う。一般的に、収穫

に機械が必要なので。Harvesterが会社と契約して、収穫してそこで農家にお金も払う。サ

トウキビの生産者はチャヤプン、マハサラカムなど東北タイが多い。サトウキビの組合は

少なく 5つだけ。 



【コメ】 

• PM2.5 の原因となっているということで、政府も野焼きを減らすことを奨励している。稲

藁を集めて圧縮して酪農家や牧場に売っている農協が、東北タイ、中部タイなどにある。

北部はピチット県など大きな精米所が多いが、東北タイは一期作なので、農協の精米所で

やることが多い。東北タイは農閑期があるので、稲藁を乾燥させて販売するといった時間

や手間の余裕がある。北部は二期作なので忙しいためそうした手間をかけられない。藁を

集めて売るビジネスは以前からあったが、最近は PM2.5が問題となっており、MOACの方

針で、圧縮機なども提供している。今年度の CPD予算でも野焼きを防止するための予算と

して、圧縮機の購入補助金を確保している(農協と政府で負担比率決めてやっている)。知

っている例として、マハサラカム県のコースンピサイ農協は圧縮機を購入して、ナコーン

ラーチャシーマー県とマハサラカム県の酪農家に、1 袋 40-45 バーツ(サイズ不明)で販売し

ている。稲藁は 2,500 ライ分で、年 75,000 袋販売している。飼料価格が高騰しているので

ニーズがある。CPDとしてもプロモートしている。 

【生産者・加工業者の団体】 

• Thai Rubber Cooperationのような公的な団体はないが、サトウキビは生産者団体、コメは

精米所のオーナーの団体、アブラヤシは 2つの団体がある。 

สมาคมโรงสีขา้ว Thai rice mill association 

สมาคมออ้ยและน า้ตาล Sugarcane and sugar association 

สมาคมโรงงานน า้ตาลไทย sugar factory association 

สมาคมโรงกลั่นน า้มนัปาลม์ palm oil refinery association 

สมาคมโรงสกัดน า้มนัปาลม์ palm oil crushing mill association 

【その他】 

• 気候変動対策(例えば肥料を減らしてメタンを減らすなど環境保全)や児童労働の禁止など

人権保護などについて農協や農民グループへ指導をしているか。→ 気候変動について

は、GIZのプロジェクトでノンカイとウボンでカーボンクレジット販売成功した。GIZの

プロジェクトではフェーズ 1が終了し、フェーズ 2でカーボンクレジットを普及する。

AWDについてもいま、農協や農民グループに教えている。EUDR(Deforestation Regulation)

は産地証明などに使うため森林伐採についてマップ作成などやっている。 

 

• 廃バイオマスが売れるのであれば、農家の所得向上や収入源の多様化に寄与するため、今

後も協力関係を持ちたい。 
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• 面談日時：2024年 9月 20日 10:00 〜 12:00 

• 面談場所：Office of Industrial Economics, Ministry of Industry (MOI) 

• 面談相手： 

• Mr. Chalee Khansiri, Executive Director, International Industrial Economics Division, Ministry of 

Industry 

Mr. Chaiyaporn Manakitjongkol, Director, Sugarcane and Sugar Departmentその他 7名 

• 面談者：井田 

 

【政策について】 

• バイオマスに関する大方針は BCGだが、それはビジョンレベルなので、省レベルと局レ

ベルでも BCGに沿った計画を作っている。MOIにおけるバイオマスの方針は「タイバイ

オマス開発政策」で、2027年までにアセアンのバイオマス開発のハブとなることを目標

に、①バイオマスへの投資を阻害する障壁の軽減(例えば、土地利用計画で制限されている

利用をバイオマス関連については緩和するなどの規制緩和)、②投資促進、③需要創出(バ

イオ由来のインプットを使った企業への税制上の優遇措置〜支出額のプラス 25%控除を認

めている。まだ小額なので 200%―300%に引き上げることを検討中、また、Composable 

productのラベル認証の促進)、④Biomass center of excellenceの整備(センターをつくるので

はなく、既存の主要研究機関等のアライアンスやプラットフォームづくりで、高等教育省

とも連携)を進めている。 

【サトウキビについて】 

• サトウキビと砂糖については、Sugarcane & Sugar Actがあり、工業省が管轄していたた

め、現在も主たる所管省庁となっている。具体的には、Sugarcane and Sugar Departmentが

あり、地方を含め 100名の職員がおり、生産から加工・マーケットまで管轄している。生

産は MOACも関連するが、製糖工場との結びつきが強い農家などは直接指導の対象。以

前は、サトウキビは砂糖以外に利用が禁止されていたので、法律改正など進め、今はバイ

オマスとしての利用も促進している。 

• シーラチャーに Sugarcane and Sugar centerを作った。センターはバイオ燃料と廃バイオマ

ス(葉など)の利用に取り組んでいる。サトウキビからバイオプラスチック用のペレットの

開発、バガスのエタノール化などに取り組んだ。今はリグニンの利用やサトウキビの葉の

パレット化などをやっている。 

• 現在、サトウキビ利用の主な方向性はバイオ燃料への利用で、生産量の 17%を砂糖以外の

利用とすることで MOACと合意している。そのうち、10%はバイオ燃料としての利用、

7%はマスキングの原料など。 

• サトウキビの葉の利用を促す Departmentの取組みは以下のとおり。 

① カッター、圧縮機、ロール機械など機械購入のための 20億バーツの融資を予算化(低

金利で) 

② サトウキビの葉の買取り。2024年度は 58万トンを生産者から買い取ったが、買ってく

れる発電所が少なかった。1トンあたり 800-1,000バーツ。バガスのように製糖工場が

発電所を持ち、バガスを発電して工場の電力として利用して余った分は EGATに売る

といった利用まではいかない。また、買取り価格を上げるために Ministry of Energyと

大臣レベルで協議して、利用を大幅に促進したいと考えている。 



• バイオプラスチックの利用にも関心があるが、現状ではエネルギー利用がメイン。 

• プロジェクトの進捗など教えて欲しい。JCCやセミナーなどの機会あれば参加した

い。 
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• 面談日時：2024年 9月 19日 10:00 〜 12:00 

• 面談場所：TISTR 

• 面談相手：Dr. Lalita Attanatho, Senior Research Officer, Dr. Yoothana Thanmongkhon, Senior 

Research Officer, Dr. Amornrat Suemanotham, Senior Research Officer, Ms Sasipat Korthamrat, 

International Relations Officer 

• 面談者：井田 

 

【TISTRについて】 

• TISTRは Ministry of Higher education, Science, Research and Innovation傘下の研究機関

で、本部はパトゥムターニー、バンコクにバッケージングの研究・検査センター、サ

ムットプラカン、チェンマイ、ナコーンラーチャシーマーに各地域のセンターがあ

る。研究所のミッションは SMEsや地域社会への研究・技術開発による貢献である。 

• バイオマスについては、Expert Center of Innovative Clean Energy and Environmentが中心

となって、再生可能エネルギー開発(gasifier, biogas, solid biofuel)、バイオケミカルの開

発、廃棄物利用に取り組んでいる。 

【過去の STREPS経験と本プロジェクトとの関連性】 

• SATREPSプロジェクト「非食糧系バイオマスの輸送用燃料化基盤技術」の中心的な

CPとして参加した。本プロジェクトと関連する取組みとして、プロジェクトから供与

された機材と移転技術を活用して、TISTR biomass databaseを作成し、化学的なプロパ

ティを蓄積している。これは、外部にも公開して利用してもらっている。
https://www.tistr.or.th/RDSInter/ANBOR/index.php 

• 同プロジェクトでは、Circulating Fluidized Bed Fast Pyrolzer (10 – 20kg/h)とバイオディー

ゼル生産のためのパイロットプラント(1000L/日)を TISTR施設内に設置したことか

ら、プラントの設置、運用、メンテナンスについて知見がある。 

• 同プロジェクトは、バイオディーゼル・オイルの品質向上、触媒の改良、パイロット

プラントによる検証、LCAの実施など、本プロジェクトとプロジェクトコンポーネン

トも類似性があり、そうしたコンポーネントに、前のプロジェクトを経験している Dr. 

Lalitaを中心に参加する予定。 

• プロジェクトで設置したプラントは問題なく稼働しているが、利用頻度などはそのと

きの化石燃料との価格差など外部要因に影響されるが、PPTなど民間企業の研究者に

も紹介した。また、バイオマスに関する JICAの第三国研修で周辺国からの研修生 

(メインは政府・大学などの研究者)を受入れている。コースは 3週間ｘ3バッチで 3年

間。 

• その他、本プロジェクトに活かせることとして、TISTRはバイオマスの品質検査サー

ビスを提供しており、GCMS、HPLCなどの検査・分析機器が整備されている。 

【本プロジェクトについて】 

• TISTRは政府の研究機関なので、大学のように研究者が個人として参加することがで

きない。このため、CP機関として参加させて欲しい。 

• TISTRが合意文書に署名する場合は、以下のバイオマスのチームの代表者がサインす

る。 

Mr. Chalermchai Jeerapan 

Director of Expert Centre of Innovative Clean Energy and Environment (InnoEn) 
Thailand Institute of Scientific and Technological Research (TISTR) 

https://www.tistr.or.th/RDSInter/ANBOR/index.php


• 研究者としては、主に 2名が参加するが、バイオマスのチーム他の 2名もバックアッ

プする。 

• 専門家用の執務室など十分なスペースを提供することが可能。また、スタートアップ

など民間にも事務所スペースを安く賃貸している(新しいビルが完成したばかり)。日

本のバイオマス関係のスタートアップ企業が第１号で入居した。 

【政府の方針】 

• バイオマスに関する大きな方向性は BCGだが、具体的な計画としては、Alternative 

Energy Development Plan が一番大きい(エネルギー省は予算もあるので)。ただし、エネ

ルギー利用を想定した計画。 

【その他】 

• バイオエタノールに関する PMUCのプロジェクトを、タマサート大学、エネルギー

省、チュラロンコン大学、KSL、BBGI (バイオエネルギーの民間企業)と共同研究に取

り組んだ。プロジェクトベース以外にも､TISTRには民間企業から技術的な問題などに

ついての相談が持ち込まれるため、民間連携の面でも促進役を務めることができる。

研究費としては、2割ほどが政府系のファンドで、残りは民間資金でやっている。 
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• 面談日時：2024年 9月 23日 9:00 〜 11:00 

• 面談場所：Sugarcane and Sugar Industry Promotion center, Ministry of Industry 

• 面談相手：Mr. Pithiporn 他スタッフ 2名 

• 面談者：宮藤氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

 

【センターの業務】 

• センターはサトウキビに特化した工業省の施設で、主要業務としては、東部タイにおける

サトウキビの栽培促進を図っている。現在、サトウキビは「コンケン 3」という品種が全

国の 97%で普及されているが、さらにウイルスなどの病害に強い品種の開発を行ってい

る。糖度が高い品種（糖度 12-23）と 1ライで 10トン以上収穫できる品種の開発を行って

いる。セルロースの多い「コンケン 4」も改良しているが、まだ購入したい工場がないの

で普及していない。その他、農家への改良品種の普及、技術指導も行っている。 

• 各地域にセンターが 4つあり、地域にあった品種開発、開発した品種のテスト後に、農民

に評価してもらっている。また、収穫量、糖度などのデータもとっている。カンチャナブ

リー県のセンターで種苗生産を行っている。 

【サトウキビの生産】下記データはいずれも 2023/2024シーズン。 

• 東部タイのサトウキビの県別の作付面積は以下のとおり。 

県名 作付面積(ライ) 

サケーオ 440,420 

チョンブリー 126,268 

プラチュンブリー 40,929 

チャチューンサオ 29,799 

チャンタブリ 3,146 

ラヨン 745 

合計 64,307 

 

• 全国の状況は以下のとおり。 

 

地域 工場への搬入量 (トン) 平均 

糖度 

製糖量（トン） 

生 焼却 合計 

北タイ 13,026,340 4,143,762 17,170,102 11.75 1,724,339 

中部タイ 13,246,956 4,471,288 17,718,244 10.79 1,611,296 

東北タイ 28,512,479 14,392,088 42,904,567 13.26 5,004,397 

東部タイ 3,025,341 1,348,809 4,374,150 12.12 468,234 

合計 57,811,117 24,355,947 82,167,065 12.35 8,808,268 

 

• 収量の多い東北タイの県は以下のとおり。 

 

県名 作付面積(ライ) 

ウドンタニー 709,198 

コンケン 625,450 



 

 

 

 

 

 

 

 

  

\ 

 

 

• 収量は降雨量に影響を受けやすい。節と節の間が長いほど糖分が増える。雨が少ないと成

長が遅く間隔が短くなる。 

• 農家の収入については、人件費、燃料代、肥料代が高騰しているので厳しい。特に肥料の

コストは倍になっている。1トンあたりの値段について 2024年は 1,600バーツ、2023年は

1,200バーツで、業者や工場が収穫・運搬も行う場合、農家の受け取り額はその半分。ま

た、糖度によって価格が変わる。ベースとなる糖度は 10で 1,420バーツ。糖度が 2度上が

ると 6%(80-90バーツ)アップする。 

• サトウキビの Cropping patternとしては、1月〜12月栽培し、糖度が出る 12月〜3月に収穫

する。同じサトウキビの株で 3回収穫できる。毎年、はじめに 1回目、1.5ヶ月後に 2回

目、4ヶ月目に 3回目、お金に余裕があれば 8ヶ月目に 4回目の施肥を行う。 

 

過去 5年間の降雨と収量の変化 

年 降雨量(mm) 1ライあたりの収量(トン) 

2024 1,235 8.91 

2023 1,628 9.93 

2022 1,507 9.65 

2021 1,306 7.21 

2020 1,100 7.09 

 

• 東部タイは工業化が進み、土地の価格が上昇しているため、土地を売る農家が多くなって

おり、サトウキビ農家は減少傾向にある。サトウキビ栽培が盛んなのは東北タイで、土地

も多く、製糖工場も多い。 

• Sugarcane and Sugar Actで、工場と工場は 50km以上離れていることが義務づけられてい

る。通常、農家はもっとも近い工場に売る。東部タイは工場に農家が持っていくことが多

いが、東北タイはコレクターなどの業者が多い。収穫の方法として、火入れして葉など燃

やしてから搬出するケースと、そのまま搬出するケースがある。火を入れると作業がしや

すいのでそのようなことを行う農家がいる。収穫の工程としては、葉と茎を刈り、葉を切

ナコーンラーチャシーマー 650,681 

チャヤプン 584,976 

カラシン 429,176 

ノンブアランプー 332,343 

ルーイ 324,442 

ブリラム 262,057 

ムクダハン 212,392 

ローイエット 163,039 

マハサラカム 126,951 

スリン 136,306 

アムナットチャロン 99,516 

ヤーソートン 95,959 

サコンナコン 95,034 

ノンカイ 70,194 



り落としてから茎を切って運搬し、残った葉をそのまま肥料や保湿目的で放置するか、機

械があれば、圧縮して飼料等に利用する。 

【廃バイオマス】 

• 10ライで 1トンほどの葉が採れる。葉の収集は、業者あるいは工場が回収するかどちら

か。葉を裁断するカッターや圧縮機は高額(1,000万バーツ)。機械は大型で、低金利の融資

も受けられるが、200ライ以上の農家でないとメリットがない。機械の小型も可能だが、

処理や運搬のキャパが小さいと作業効率が悪く、燃料コストもかかる。農家グループによ

る機械の共同管理も政策として促進したが、収穫の時期が同じなので、難しい。 

• 中部タイには葉を発電に使っている製糖工場がある。東部タイでは 5つの製糖工場がある

が、そのうち 2つの工場は発電をやっており、圧縮した葉を 1トンあたり 800-900バーツ

で買い取ってくれるが、圧縮など頼むと 400-450バーツぐらいにしかならない。チョンブ

リ県の発電施設を持つ工場は、収集の人手がないため葉は利用していない。サーケオ県に

は 2工場が発電施設を持っているが、そのうちの一つの工場が買い取っている。 

• 葉を利用する場合一般的には飼料にする。バイオマス製品などにして再利用することを政

府は促進している。 

• バガスについては、発電以外にも製紙、化粧品、薬などの製品開発を行っている。 

• 農家は工場と契約しているわけではないので、買取り価格がよければ誰にでも売る。 
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• 面談日時：2024年 9月 23日 11:30 〜 12:30 

• 面談場所：チョンブリ県 

• 面談相手：チョークチャイ氏(サトウキビ農家) 

• 面談者：宮藤氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

 

• 作付面積は 250ライで、自分が所有する土地は 20ライ、220ライは借地。潅漑施設はな

い。ここで 40年以上サトウキビをやっている。1年あたり 2,000トンを自分のトラックで

製糖工場に販売している。火入れすることもあるが、だいたいそのままで収穫・運搬して

いる。 

• サトウキビの葉は、工業省の支援で機械を購入したので、粉砕して鶏糞と混ぜて肥料とし

て利用したり、保湿目的や雑草を防ぐ目的で蒔いたりしている。葉が採れるのは 12月〜4

月の収穫の時期だけ。 

• サトウキビの葉を工場に売ってもよいが、圧縮機が必要。また、工場は年間とおして稼働

していない場合、工場の都合で買い取ってもらえないこともある。機械の共同使用は 3か

月間しか必要なく、収穫時期が重なるので、個人で所有した方がよい。 

• 政府の買取り価格が下がっている一方で肥料の値段は高い。収穫時に農業労働者 4-5人を

雇っているが、全員が東北タイの季節農業労働者で、毎年同じ人がきている。最低賃金 1

日 400バーツになるという話があり、人件費も上がっている。収入はサトウキビを売った

お金だけで、資金が必要になったときは、工場から前借りして、収穫時に販売額から引く

という形で対応している。コメやキャッサバもやっているが、サトウキビに支障がでない

程度。サトウキビの作業は多いし、管理がわるいと病気なども出るので。 

• サトウキビ農家の Associationがあり、登録もしている。ボトーンという地域のグループで

会員は 500人ほど。会費は収量で決まっていて､1トンあたり 3バーツ。目的は政府との買

取り価格の交渉など。 

• ユーカリをやっている農家もあり WAという製紙工場に売っている。 

• この周辺も製造業の工場が多くなってきて、土地代も上がっているので、自分の土地を売

る農家も増えている。 

• 自分の農地は果樹栽培などには向かない。 

 

 

  



面談記録 No. 10 

 

• 面談日時：2024年 9月 23日 13:00 〜 14:00 

• 面談場所：チョンブリ県 

• 面談相手：タナキット氏(サトウキビ農家) 

• 面談者：宮藤氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

【サトウキビ】 

• 全部で 900ライの農地があり、サトウキビは 400ライでそのうち自分の土地は 300ライ。

残りの 500ライで、アブラヤシ、キャッサバ、ゴムをやっている。潅漑施設はなく雨水の

み。収量は 1ライあたり 10トン。 

• 収穫は自分でやり工場に持っていくが、一部平地でなく機械が入らないところなど工場が

行うこともある。工場はチョンブリ県で 18キロほど離れている。 

• サトウキビの葉は肥料あるいは燃やしている。サケーオ県では葉を買い取る工場があるの

で売っているようだが、売る場合、機械が必要でどう集めるのか考える必要がある。 

• サトウキビには 14-15人の労働者(カンボジア人)を使っている。サトウキビからはじめ

て、その後アブラヤシをはじめてよくなってきた。サトウキビは作業が多い。アブラヤシ

は一度植えたら 20年以上収穫できる。 

• サトウキビ農家の Associationに入っている。東北タイにはサトウキビの農協もある。 

• 収穫のとき機械で細かく破砕してくれるので、肥料として利用。まず鶏糞を蒔いて、1ｍ

に成長したら 2回目の施肥(鶏糞)を行うが、今年は肥料が高かったため、2回目の施肥を行

わなかった。鶏糞は近くの養鶏場から購入している。 

• 工場がサケーオ県に移転するという話があり、そうなるとあと 5年ぐらいでサトウキビは

やめることになる。その場合は、アブラヤシを拡大したい。 

【アブラヤシ】 

• アブラヤシは手入れをすれば 20年以上収穫できる。通年で収穫できる。収穫日を決めて 1

ヶ月に 3回収穫している。そのときに葉も刈る。アブラヤシは 10人(カンボジア人)使って

いる。天然ゴムは費用がかかり農家の取り分は 6割程度、アブラヤシはそれより農家の取

り分が多いので増やしたい。スックソンブンという搾油工場が近くにある。 

• アブラヤシの葉は大きくトゲがあり、車の通行に邪魔になるので、場所を決めて積んで放

置している。腐ったら鶏糞と混ぜて肥料として使うこともある。欲しい人がいれば売るこ

とは可能。古くなったアブラヤシの木も売ることができる。 

 

  



面談記録 No. 11 

 

• 面談日時：2024年 9月 23日 14:30 〜 16:30 

• 面談場所：Office of the Cane and Sugar Board – Bio Industry Promotion Center (OCSB-BIPC) 

• 面談相手：Ms Sarinporn Udompong (Scientist), Mr. Nithat Lohawet (Scientist), Ms Pakdeephorn 

Phornmeerit (Scientist), Chatsuda Sonkmathok (Scientist), Chutikarn Kuljittisart (Scientist) 

• 面談者：宮藤氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

【OCSB-BIPCについて】 

• 工業省傘下の機関で、ミッションは、①サトウキビに関するバイオ技術の研究、②バイオ

エネルギー利用のためのプロトタイプ作りや試験、事業化、人材育成である。 

• これまでに企業、企業団体、政府機関と連携して 30以上の製品開発を行ってきた。 

具体的には①バイオ材料（コップ、ストロー、箱など 7商品）､②バイオケミカル(洗剤、

除草剤など 7商品)、③化粧品・薬品(クリームなど 7商品)、④バイオマス(ベレット化、 

バガスから作ったブロックなど 3商品)。 

• バイオ化成品については、サトウキビから PLA樹脂、グルコースから PBS/PBATなど、微

生物発酵による製品開発をやった。セルロースを使った製品はやっていない。 

• 消費者や工場へ調査を行い、開発する製品を選定している。特に連携しているのは Plastic 

Institute of Thailand (財団)。ストローや箱は、タイのコーヒーチェーンの「アマゾン」で採

用されるなどタイの国内でも普及しているが、それ以外はまだ十分市場化していない。 

• MITR、EECi、GGCなどの企業ともサトウキビのバイオ化成品開発で連携したい。 

• FTI(Federation Thai Industry)は大きな組織で、支援団体として挙げているが、具体的な連携

はない。 

• 今取り組んでいるのは、薬品やクリームを入れる容器、種苗などの配布用袋、ストローの

生産拡大、バガス以外の廃バイオマス(葉など)の燃料利用。 

 

  



 

面談記録 No. 12 

 

• 面談日時：2024年 9月 24日 8:00 〜 9:00 

• 面談場所：CU 

• 面談相手：Dr. Chawalit 

• 面談者： 橋本団長、橋本所員、宮藤氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

• PDM/POは既に横井先生など日本側と相談しながらやってきたので、特にコメントや疑問

はない。(Dr. Chawalit) 

• MMおよび RDの内容説明。(橋本所員) 

• CRAの説明が概要と署名者について説明。 

• プロジェクト開始時期、タイと日本双方の手続きに 2ヶ月間かかるので、2025年 4月〜5

月に開始するためには、RDを 2024年 12月末までに署名完了する必要がある点について

双方合意した。 

• PMUCへ提出済みのプロポーザルの結果は 2024年 10月までにわかる。 

• プロジェクトによる教育面での貢献としては、学部が毎年開催するシンポジウムで発表す

ること、大学院のコースの中に授業として加えることが可能。 

• Tokyo Techは 10月から Institute of Science Tokyo に変更になるので、関連文書も要変更。 

 

 



面談記録 No. 13 

 

• 面談日時：2024年 9月 25日 9:30 〜 11:00 

• 面談場所：Walilak University 

• 面談相手： 

Dr. Wichitpan Rongwong, head of Oil palm biomass research group その他グループメンバー6名 

Dr. Nirundorn Matan, Head/Coordinator of the Center of Excellence in Wood and Biomaterials 

Dr. Mudtorlep Nisoa, Center for Plasma and Electronic Magnet Wave Science 

• 面談者：橋本団長、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

 

• バームの収穫や加工後の利用による廃バイオマスの利用は 9%程度。収集が難しくあまり

集められていない。農家はバンチで収穫・販売、廃バイオマスとしての利用は熱や発電が

ほとんど。発電でも empty fruit bunchはスラッジが出るのが問題。Ligninも除去するが、マ

ーケットがある。Oil palm biomass research groupとしてのその他の取組みとして、Levulinic 

acid をアミノ酸に転換して薬品にする取組みをやっている。センターとしても商品化等に

人員を増加している。 

• PMUCのスキームを使って、SCという企業と 100L/day キャパの pilot plantを 2025年 5月

に完成させた。PMUCによる研究資金を得たのはこれが初めてのプロジェクトである。 

• Center for Plasma and Electronic Magnet Wave Scienceとしては、古いアブラヤシの木は、糖

度があり、繊維が柔らかいので、そのまま木材や合板材として利用できるのは、幹部分だ

け(全体の 2-3割)なので、冷凍技術を使うなどの技術開発を行っている。 

 

 

  



面談記録 No. 14 

 

• 面談日時：2024年 9月 25日 16:30 〜 18:30 

• 面談場所：Surat Thani Oil Palm Research Center, Field and renewable crops research institute, 

DOAC 

• 面談相手：Ms Vichanee Ormzubsin, Director他 5名 

• 面談者：橋本団長、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

• 同センターは 1980年に設立。ミッションはアブラヤシオイルに関する研究調査、品種改良、

土壌改良、種苗生産、妨害虫対策(Oil palm slug caterpillar, Case Caterpillar, Basal stem rot, BSR 

of oil palmなど)、農民への普及。また、agritourismでは昨年 4200人が訪問。職員数は 17名

でワーカーを含め全体で 128 人。クラビー県にもスラタニー県より小規模だが同じ活動を

しているセンターがあり、同様のセンターは全国に 2ヶ所。 

• 登録しているアブラヤシ農家は 70,000 人。ただし、大規模農家などは登録していないので、

実際にはその倍ぐらいいる。スラタニーよりクラビーの方が大きなプランテーションが多

い。 

• Deforestation に関するアブラヤシの認証を受けている農家数についてのデータはない。

RSPO、GAPなどの認証は進めている。インドネシアは ISPOなどを進めている。タイはヨ

ーロッパに輸出していないのであまり関連ない。アブラヤシオイルは国内消費がメインで、

輸出先はインドや中国だが認証は必要ない。スラタニーは栽培地域も小さく Deforestation

による農地ではない。インドネシアやマレーシアなどとは違う。 

• 天然ゴムは、現在、価格が低く、病気も出ている。ドリアンは求める品質が高く技術が必

要なことと、湿度管理など必要なので､ドリアン生産者も減っている。このため、天然ゴ

ムやドリアンからアブラヤシへのシフトが起こっている。 

• アブラヤシは 4 年目から収穫できる。2 年から房はとれるが小さく値段が安く、木にも負

担になるが、知識のない農家は 2 年目から収穫している。天然ゴムは 7 年目から収穫でき

る。ゴムからアブラヤシへの転作への支援ないが、天然ゴムからアブラヤシへの転換は 1

ライあたり 14,000バーツの補助がある。 

• 国際競争力を高めるためキロ当たりの売値が 4 バーツを下回ると補助がでる。以前は、生

産コストがマレーシアより高いので国際競争力を高めるため、補助して農家の生産を奨励

した。現在は 6.50バーツで、4パーツを上回っている。 

• インドは輸入を減らすため栽培を促進しているが、東北タイのように雨量が少なく、気温

が低いので、1ライあたり 0.6トンで生産性が高くなく、競争はあまりない。 

• 現在、アブラヤシはまず国内消費むけで、残りが輸出向けだが、生産コストがインドネシ

アやマレーシアより高いので、輸出であればバイオケミカル製品がよいのではないか。 

• Oil extraction rate は、インドネシアは 30％以上。タイでは 18％以上を求めているが、今は

15%。工場のキャパオーバーなので品質が低くても買う。アブラヤシの生産はクラビー、

スラタニー、ナコンパトムの主要 3県では 1ライあたり 7-8トンだが、東北タイでは 2.4―

3.2トン。 

• 今年は 30％生産量が下がった。タイでの理想的な気温は 30-35 度。40度までいいが、降水

量が少ないと、葉が成長せず生産量が減る。 

• 廃バイオマス利用の課題は運搬コスト。経済評価が必要。 

• バンチは工場で熱や発電に利用されている。リグニンも利用されている。 

• 東北タイのサトウキビでもロジステックスのコストが問題になっている。 



• アブラヤシの生産量は以下のとおり。 

 

 

アブラヤシの主要生産地の登録面積(2024年) 

地域 県名 作付面積 

(ライ) 

地域 県名 作付面積 

(ライ) 

南部 

タイ 

スラタニー 729,688.86 中部

タイ 

ピサヌローク 9,320.27 

チュンポン 599,776.69 パトムタニー 6,545.79 

クラビー 493,657.96 カンプンペット 5,143.21 

ナコンシタマラート 379,889.85 ウタイタニー 4,308.56 

トラン 165,384.33 スコタイ 3,830.41 

パンガー 150,417.44 ペチャブン 3,164.75 

ラノン 92,821.98 北 

タイ 

チェンライ 3,278.24 

サトゥン 59,309.64 ナーン 2,673.10 

パトルン 58,671.82 東部

タイ 

プラチュアップキリカン 78,264.99 

ソンクラー 55,060.78 チャチェンサオ 25,789.92 

東北

タイ 

ブンカラン 28,995.86 チョンブリ 20,789.19 

サコンナコン 20,074.44 サケーオ 14,170.03 

ルーイ 19,623.88 トラット 12,416.18 

ウボンラーチャタニー 16,226.64  

ノンカイ 14,442.17 

ウドンタニー 12,935.72  

ナコンパトム 5,836.30 

*リサーチセンター提供データ。このデータはアブラヤシ農家が農業協同組合省に申請・登録

した作付面積で、大規模なアブラヤシ農園・企業等の作付面積は把握されていない。 

 

 

  



面談記録 No. 15 

 

• 面談日時：2024年 9月 26日 9:30 〜 11:30 

• 面談場所： Surat Tani 

• 面談相手：Phanom Collaborative Farming Community Enterprise 

Tamraan会長、その他役員 20名ほど 

• 面談者：橋本団長、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

• 樹齢を問わずアブラヤシの木を提供することは可能。古木 1 本切断して運搬すると 250 バ

ーツほどかかる。 

• 組合員は全員 RSPO 認証を受けている。Prince of Songkla University の先生がコンサルタン

トとして入り、RSPO 認証取得のサポート（研修など）を受けた。搾油工場によるモニタ

リングも頻繁にある。 

• 1 ライあたり 100 キロの肥料を入れる。主に化学肥料で、農業インプットとしては肥料コ

ストが最も高い。政府からの補助はないが、組合で購入して組合員に安く販売している。

農薬はほとんど使われていない。木が小さい 2 年目までは農薬を使うことがあるが、その

後は成長するのでやらない。 

• この組合の土地は森林伐採で開発されたものでないとの auditを受けているし、土地の権利

書もある。23 年前は天然ゴムをやっていたがアブラヤシに転換した。収量などアブラヤシ

の方がよい。20年以上たった今でも生産できている。苗木は Surat Thani Oil Palm Research 

Centerから購入。営農指導も受けている。 

• 古木や葉は破砕後農地に放置する。工場が買い取る場合、1ライあたり 0.3バーツと安く、

輸送コストを考えると採算が合わない。 

• 組合メンバーの 80%は女性で、子どもの世代も継いでいる世帯が多い。アブラヤシ園の労

働は労働者がやり、農家は主にマネジメントをやっているので、男女による役割の違いは

ない。 

• メンバーの作付面積は平均で 20 ライ、最大でも 50 ライ。アブラヤシ以外にトウガラシな

どの野菜やドリアンなどの果樹もやっているメンバーはいるが、主にはアブラヤシ。20 ラ

イの農地で 2 人ぐらいの労働者を雇い、収穫日は更に 4 人ほど雇う。労働者の 70%はタイ

人で残りの 30%はミャンマーなど周辺国から。労働者はだいたい 2 年間の契約で、各農家

が 2年間の労働許可を得ている。適切な労働者の雇用は RSPOでも義務づけられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

https://duckduckgo.com/y.js?ad_domain=booking.com&ad_provider=bingv7aa&ad_type=txad&click_metadata=UpXZuuq%2D1WNutMY6I4%2DZd9oKIgU6rf0W2f6y%2DgYrvl9U0rYRCY1R%2DNXctHwwodOSqMY3_l_OOMFZigUBvcqwfO0fME2TsxcO9PcRlt90kI_wOaF8E9oOtURjqcztTocO.nWfgayJx%2DO2x3cVBVp6G%2DA&eddgt=PxLO6xJ7SmsDXIAUzPlgIQ%3D%3D&rut=84f7ad895cd0fc6351282fbdce308a1ff60f3eabde44082e8633c2f80ef67fb9&u3=https%3A%2F%2Fwww.bing.com%2Faclick%3Fld%3De8qnZTOVXyOnZ_O5UmmXWBIjVUCUyDHLq_4GPgjANXAunCUZNFAeGZcafpoBdNPxGNL_MGCjZ%2DWPMJ7wm4yPcDoI2pSCQQZILvmychX08Aqko1iY4nPnjyM7qhUynu0i8A2WaGcOtMJ6uK6AtYzWVrEbnWwGv315In_k37h_MDZ1KJksBjXUqJvFLvHW4l4ZzUVUCc2w%26u%%26rlid%3Db69b21ee90a816090404471a6d9ffe77&vqd=4-79862068809046531692033716415045496331&iurl=%7B1%7DIG%3DE49E0B4E3AAB4EA6A9F27F015EB40CE0%26CID%3D1E7A15A6F5BE64AB32A400A0F43B656A%26ID%3DDevEx%2C5083.1


 

面談記録 No. 16 

 

• 面談日時：2024年 9月 26日 10:00 〜 11:30 

• 面談場所： Taksin Palm oil company 

• 面談相手：Mr. Tak Phongpetua, Manager in charge of plantation and mill  

Ms Kannikar Kongwarin, Secretary 

• 面談者：橋本団長、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

• アブラヤシ工場は、スラタニーに 20 か所、クラビーに 20 か所、チュンポンに 18 か所あ

る。 

• この工場に持ち込まれるアブラヤシのうち、8割はコレクター、2割は農家がトラックをア

レンジして持ち込んでいる。買値は現在キロあたり 6.5バーツ。RSPO認証がある場合は、

買値をキロあたり 0.3-0.4 バーツ高く設定している。熟した果房(バンチ)だけ受入れ、まだ

実の色が黄色のものは再びトラックに戻す。戻されたバンチは、コレクターがまた別の工

場など買手を見つける。ハイシーズンは 1 月〜7 月で 8 月〜12 月は比較的持ち込みが少な

いローシーズン。工場の圃場のアブラヤシで成熟度や収量を推定して生産計画をつくる。

季節による違いがある。 

• 工場の生産キャパは 1日 1000トン(24時間稼働)でこの工場は中規模。搾油後 10%がファイ

バーと種で残る。20 年たった古木は裁断して農地に放置している。ファイバーは工場の農

場に雑草を抑える目的で蒔いている。種は 2 度搾油した上で、売先がないので空地に積ん

でいる。ファイバーも熱用に利用するのに十分。これらの廃材を化学品の製造に使うこと

は可能だが､運搬コストが課題。また、搾油後の廃材は RSPO認証のものかどうか判別が難

しいのではないか。化学製品を作るのであれば、燃料などより高く売れるのでよい。 

• 工場の圃場は 6000ライで、区画分けして労働者 8人で 1チームが 1日 100ライ収穫する。

現在、40 人の労働者を雇用している(5 チーム)。そのうち、20 人は通年で雇用し農地の管

理と収穫を行い、残りの 20人は収穫のみに従事している。40人のうち 9割はミャンマー人

で、タイ政府とミャンマー政府の二国間協定に基づき、正規の手続きで雇用している。労

働力はミャンマー人に依存しているが、タイ政府の方針変更などで外国人の雇用ができな

いと、大きな影響を受けるので懸念材料。労賃は定額ではなく、1トンの収穫量につき 700

バーツ支払う歩合制。 

• 工場の圃場ではフォーミュラの違う 3 種類の肥料を年 3 回施肥している。病害虫の被害は

ほとんどない。農薬も直接散布することはなく、除草剤を散布するだけ。RSPO について

は、工場のアブラヤシについては認証に必要な手続きが農家と異なり、現在申請中。アブ

ラヤシの葉はそのまま腐敗して肥料となる。収集して販売することも可能だが、運搬コス

トが課題となる。 

  



 

 

面談記録 No. 17 

 

• 面談日時：2024年 9月 27日 10:00 〜 11:30 

• 面談場所： Thai Roong Ruang Group 

• 面談相手：Mr. Krit Damrongrat, Assistant to President, Mr. Chanan Thonguthaisri, Assistant to 

President 

• 面談者：橋本団長、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、井田 

 

• TRR Group は 1945 年創立で今は３代目。主なビジネスとしては、製糖 10 工場、日量

301,000トンの生産能力がある。ブランド名は小売りが Sada sugarとLIN sugar、卸しはTRR。 

• 製糖工場のキャパは 4 万トン。そのうち、モラセスは 4%、バガスは 3%ほど取れる。約

1000 の生産農家からサトウキビを集めている。全体としてサトウキビの生産者は減ってき

ている。 

• 再生エネルギービジネスとしては、バガスを使い発電を行っている。 

• 農家は作業の手間を省くため火入れをしてから収穫するが、生のままの方が炭など混じら

ないのでよい。対策として機械での収穫をサポートしている。大きい農家は自分で機械を

持つが、収穫期は短いので、購入する農家は多くない。小規模農家向けに人を雇うのと同

じ金額で機械を提供するサービスを行っている。サトウキビの葉は肥料と混ぜて使う。 

• アルコール事業として、コロナを契機にアルコール消毒液を製品化したが、今は需要が減

っているので事業展開を検討中。 

• 砂糖の 7 割は輸出しているため、船による輸送用に 3 ヶ所にサムットプラカン、アントン、

アユタヤの 3ヶ所にターミナルと倉庫を持っている。 

• モラセス（molasses）のビジネスとしては、エタノールとアルコール飲料。モラセルは

MSGや飼料の材料として日本にも輸出しているが少量。 

• その他、貿易、リースなどの企業も有している。 

• サステナビリティが求められるようになってきており、農家への還元をコンセプトとして

いる。サラブリのコンプレックスには、製糖工場、エネルギー工場、肥料生産、収穫機械

の製造・メンテ、農家の学習センター（病害虫対策、土壌検査など）、コンセプトショッ

プなどあり、農民をサポートしている。 

• 機械利用の促進は PM2.5 対策としても重要。バガスは 100%発電所で利用されている。足

りないときもあり、そういう場合は、近くのグループの 2 工場から持ってくる。どうして

も足りないときは葉も利用したことがあるが、処理しづらいので使いたくない。 

• モラセスの一部は、エタノールとあるコールの製造に使われる。ビナス（vinasse）はバイ

オガス工場へ。メタン 15%含まれるので発電に利用する。また、dried yeast は飼料に利用

している。発電で残った電力は売電している。発電から出た ashと Vinasseを混ぜてコンポ

ストとして肥料にもしている。100%有機肥料。有機肥料は量を入れる必要があるが、リサ

イクルという観点で意味があるのでやっている。長く栽培していると土の栄養が減ってく

るので化学肥料も必要となる。コンポストは製糖工場が買い取って農家に配布しているが、

将来は販売する計画もある。コロナの時期、有機肥料を利用して有機野菜栽培を始めて今

はサラダなど製品化して販売もしている。 

• 将来プラン(Future green projects)としては、エタノールの二酸化炭素をバイオリキッドとし

て利用、エタノールからバイオプラスチックや航空燃料、バガスから FT 燃料の製造など



がある。また、工場へソーラーパネルを導入するとバガスが余るので他の利用目的に使う

ことなども検討している。 

• コンポストは Filtered cake, vinasse evaporated vinassesを feedstockとして利用。1日で 60-80

トンの生産能力がある。 

• Cellulosic Ethanol Plantは NEDOのプロジェクトで設置した。モラセル・バガスの燃料量エ

タノール製造を目的に 2010年に実施したプロジェクト。 

• 日本企業から収穫機械についてコンタクトある。タイでは 1日で 1,000トン収穫できるが、

ブラジル、オーストラリアなどは 10倍収穫できる。収益性という意味では難しいので、会

社としては、農家へのサポートとして機械提供をやっている。サトウキビとアブラヤシは

かなり違うので、クボタなどの農業機械メーカーなら開発できるかもしれない。ブラジル

やオーストラリアでは 10キロまっすぐ走るので効率的だが、タイは農地が少ないので、効

率性が悪い。 

• 仲買人はなるべく使わないようにしている。サトウキビの仲買人は、本当に仲買目的なの

で仲買人の取り分が大き過ぎる。農家と工場は契約しているが、契約の不履行も起こる(農

家が契約を守らず仲買人に売るといったことも起こる)。農地は農家の個人所有、一部は借

りてやっている農家もいる。工場の農地を農家に貸すというケースもある。そうした場合、

収穫、工場への運搬は有料だが低価なサービスとして提供している。 

• 毎年サトウキビの価格は国がコントロールしており、生産者、工場など関係者が入った審

議会で決まる。サトウキビ価格のうち、7割が農家、3割が工場の取り分というイメージ。 

• Future green projects には大きな投資と技術が必要なのでパートナーが必要。最終的には自

分たちが feedstock providerとなることもあると思われる。 

• 製糖工場の団体があり、58 工場が会員となっており、共通する課題などについて議論して

いる。 

• いま、問題となっているのがトウモロコシの野焼きによる PM2.5 で死者が出るなど深刻。

ミャンマーでの野焼きの影響もある。サトウキビは法律でコントロールされていて、焼畑

は禁止され、工場でそういうサトウキビを受入れると罰金の対象となる。稲藁も飼料にな

るので焼かないが、株は燃やすことが多い。 

 

  



面談記録 No. 18 

 

• 面談日時：2024年 10月 1日 13:30 〜 14:30 

• 面談場所：Department of Chemical Engineering, Faculty of Engineering,  Kasetsart University 

• 面談相手：Prof. Dr. Attasak Jaree 

• 面談者：横井氏（東工大）、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、Dr. 

Chawalit (CU)、井田 

 

• 廃バイオマスとしては、マンゴスティンの皮には、bioactive compoundがあり抗菌成分など

があり、抗がん剤の開発などにも使える。 

• Palm Kernel oilを利用したバイオ燃料の開発では生産性高いがまだラボスケール。 

• Mahidol University, AFET, Chemical Technology, KU Faculty of Agro-industryと連携して医薬品

の開発等をやっている。 

 

 

面談記録 No. 19 

 

• 面談日時：2024年 10月 1日 15:00 〜 16:30 

• 面談場所： Kasetsart University 

•  面談相手： 

Dr. Pramuk Parakulsuksatid, Faculty of Biotechnology, Faculty of Agro-industry 

Dr. Massalin Nakphaichit, Faculty of Biotechnology, Faculty of Agro-industry 

Dr. Prakit Sukyai, Assoc. Prof., Department of Biotechnology, Faculty of Agro-Industry 

Dr. Chinnathan Areeprasert, Waste & Biomass Conversion Laboratory 

 

• 面談者：横井氏（東工大）、橋本所員、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏(BASF)、Dr. 

Chawalit (CU)、井田 

 

 

• アブラヤシの Trunk はほとんど使われていないが非常に量が多い。保湿目的で農地に放置

されるが、鼠の被害などもある。サトウキビも 100 万トンの生産があれば、廃バイオマス

は 2500トンと量は非常に多い。 

• 工場で加工後の廃バイオマスは既に利用されているので、trunk などターゲットにした方が

よい。ビジネスとしてやる場合、その都度工場から購入するのは安定供給という面でリス

クがあるので、Feedstock company とパートナー協定結んだ方が安定した供給を確保できる。 

• サトウキビについては、政府はバイオマスのエネルギー利用などあまり促進していない。

既存の工場はよいが、新規操業した工場に対して発電は奨励されていない。バガスのバイ

オケミカル用に利用できる可能性は高くなるのではないか（新しい工場をパートナーとし

ていけば）→ 推測だがサトウキビはMOIの管轄でステークホールダーの中には競合する

燃料企業などがいることが関係している（井田） 

• Rice husk や straw の機械化は難しい。コメ農家はアブラヤシより貧しいため機械購入でき

ない。MOAC で 10 年も促進しているが進まない。比較的規模が大きな中部タイでも機械

を入れている農家は少ない。狭い農地では機械を稼働させると 40%エネルギーを余計に使

う。 



• アブラヤシやサトウキビの方が、工場が集めることができるため、効率がよい。精米所は

規模も小さい。アブラヤシなど既に機械入れてるので、進むのではないか。 

• チャンタブリはドリアンの生産が盛んで 70%は中国に輸出している。皮の再利用について

ドリアンの加工工場から相談を受けている。大きな野菜も市場などで大量に廃棄物が出る

が、飼料やコンポストに一部利用されているだけ。製紙会社から出るリグニンもエネルギ

ー利用のみなので、非常に大きなポテンシャルがある。 

 

 

 

 

面談記録 No. 20 

 

• 面談日時：2024年 10月 2日 9:30 〜 11:30 

• 面談場所： Office of Agricultural Economics (OAE), MOAC 

•  面談相手： Ms Untima Sangsubhan, Senior Professional Economist, Bureau of Agricultural 

Economic Research, Ms Nitipa Worrapantrakul, Economist、他 2名 

•  面談者：井田 

 

【農業関連データと政府方針】 

• OAEのデータ提供については、Agricultural Statistics of Thailandなどウェブ上の公開情報以

外は、Secretary General の許可が必要なので、必要なデータと用途を示して、JICA から公

式なレターを出してもらえば、その段階で判断して、提供できるものは提供する。例えば、

県別のコメ生産農家数など公開していないので、そのような手続きが必要。National 

Statistic Office (NSO)が全国世帯調査を実施しているが、10年に一度なので、最新のデータ

ではない。また、OAE、NSO ともにテーマ別の調査(例えば天然ゴムについての生産現況

調査など)を行うことがあるが、一度限りの調査なので、これも古い場合がある。 

• MOACではバイオマスや廃バイオマスについての調査などは実施していない。2023年、同

局では、アブラヤシから出る廃バイオマス(Empty Fruit Bunch, Mesocarp Fiber, Palm Kernel, 

Palm Shell, Palm Kernel Cake)を利用した発電ビジネスの採算性を調査した。ファインディン

グとしては、EFB はインプットコストが低く採算性が高かった。ただし、原料となる Oil 

palm trunk & frondの価格は、発電による利益に連動するため、0.20 – 0.25 Baht/kgと安く農

家が収集するインセンティブにはならない。他方、農地に肥料として放置することで年間

frondは 2,300 baht/rai、trunkは 6,800baht/raiの肥料を節約できる効果がある。 

• アブラヤシ農家は、現在アブラヤシの買取り価格が良いので増加傾向にある。2019 年、作

付面積 612,000 rai、364,862世帯が従事していたが、2022年には、642,000 rai、412,450世帯

に増加している。政府としてもアブラヤシの生産性を高めるための支援などを行う方針。 

• 他方コメ農家は減少しており、水不足等で生産も下がっている。このため、政府としても、

メイズやソイへの転換を支援している。2023年におけるコメ農家数は、Major rice（ジャス

ミンライスなど）: 4,549,869, Second rice（もち米などその他のコメ）: 598,479 で、コメ農

家は 10年で半減している。 

• サトウキビについては、全体の方針づくりなどは MOIや Sugar cane and Sugar Boardがやっ

ており、MOAC は生産者への技術支援などがメイン。サトウキビは、いま国内市場は価格

がよいが、海外市場との関連性が高いので、買取り価格はそれほど大きく上がらない。 

• バイオマスや廃バイオマスの収集や活用について MOACとしての方針や政策はない。 

【気候変動対策】 



• 農業分野では、OAEが事務局となっている。 

• タイの農業分野の NDC 目標は 5.1Mt で、そのうち 4.1Mt は国内努力のみ、1.0Mt は国際協

力をとおして実現する計画。 

• GHG 削減目標 5.1Mtの内訳は、AWD(Alternative Wetting Drying)の推進で 2Mt, Biogasの削減

で 3Mt, その他（化学肥料の使用削減など）で 0.1Mtとなっている。野焼や焼畑 の占める割

合は排出量としては全体の 1-2%しかないので、農業分野の行動計画には含まれないが、北

タイなどでの PM2.5対策としては重要。 

• AWD については中部タイの潅漑施設のある地域をまず対象として、その後、北タイと東

北タイを対象としていく。Biogasは畜産関連のガス抑制の技術開発とその普及など。 

• アブラヤシについては RSPO の主流化が気候変動対策に貢献すると考えている。RSPO は

森林伐採の禁止や化学肥料による農地の劣化防止などの基準があるため。 

• 適応策はとても難しい。コメであれば少ない水で育つ品種や栽培法の開発と普及、その他

の作物についても、それぞれの特性や地域性にあった対応が必要となる。 

 

 

 

 

面談記録 No. 21 

 

• 面談日時：2024年 10月 3日 13:15〜 14:30 

• 面談場所： JICAタイ事務所 

•  面談相手： 鈴木所長、北川次長、神田所員 

•  面談者：橋本団長、橋本所員、横井氏（東工大）、宮藤氏、細谷氏(京都府大)、山口氏

(BASF)、井田 

 

• 横井氏よりプロジェクトの概要説明。 

• 橋本氏より今回調査の報告。 

• 鈴木所長からのコメント・質問および横井氏の回答は以下のとおり。 

▪ バイオ燃料の SATREPS案件(日本側代表椿氏)はプラントにコストをかけすぎたた

め、日本側研究者がタイに来る予算も十分確保できないという状況になってしま

った。→ 本案件ではプラントは 1/3程度に抑える予定。 

▪ バイオ燃料の案件では、高圧ガスを扱ったため、安全面の配慮が十分必要にな

る。安全操業のガイドラインも作成しているので、参考にして欲しい。 

▪ プラント設置は日本の業者に委託する場合、設計から設置までかなり時間がかか

ることを想定しておかないとプロジェクト活動の遅延につながる→プラント設置

は 3年目以降なので、事前に準備して対応する。 

▪ バイオマス関連プロジェクトは、技術ができても資源確保が難しいという問題が

生じる可能性がある。他の SATREPS案件でもバイオマスの収集方法など調査して

いるので参考にして欲しい。JETROも毎年フェアなどやっており、JICAも含め民

間連携などで使って欲しい。 
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